
 

介護人材確保の推進に関する調査研究事業 

介護事業者懇談会 議事次第 
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１．介護人材の確保について 

 

 

２．人材確保に関する事業者等の取組等について 

 

  

３．意見交換 
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○ 団塊の世代が７５歳以上となってくる２０２５年度に向け、地域包括ケアシステムを構築し、在宅サービスを
充実していくにあたり、介護人材は、２３７～２４９万人が必要と推計されており、現在の１４９万人から毎年 

   ６．８～７．７万人の人材を確保していく必要がある。 
 
○ そのためには、学卒就職者やハローワークなどを通じて新たに入職してくる者を維持・増加させるとともに、
離職して他産業へ流出していく者が介護分野に定着するよう取り組むことが重要。 

 
○ そこで、介護人材の確保にあたっては、人材の新規参入の促進と定着を図る取組が必要であり、他の産業
に比べて離職率が高いことや平均賃金が低いことなどの課題を踏まえ、以下の視点で取組を推進していくこ
とが必要である。 

  ①参入の促進 
  ②キャリアパスの確立 
  ③職場環境の整備・改善 
  ④処遇改善 

２ 医療・介護サービスの提供体制改革 
（４）医療と介護の連携と地域包括ケアシステムというネットワークの構築 
  （中略）地域包括ケアを支えるサービスを確保していくためには、介護職員等の人材確保が必要であり、処
遇の改善やキャリアパスの確立などを進めていく必要がある。 

社会保障制度改革国民会議 報告書（抄） 

現状と課題 
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○ 以下の４つの視点からの取組みは、国・都道府県・市町村が役割分担しつつそれぞれが積極的に関与す
ることが重要。 

   ①参入の促進⇒８・９ページ参照 
   ②キャリアパスの確立⇒１１ページ参照 
   ③職場環境の整備・改善⇒１４ページ参照 
   ④処遇改善⇒１７ページ参照 
 

○ 具体的には、 
 ・国は、介護報酬改定を通じた処遇改善の取組の推進や認定介護福祉士などキャリアパス制度の確立に

向けた取組の推進 
 ・都道府県は、介護保険事業支援計画を活用しつつ、人材確保に向けたさまざまな取組の推進 
 ・市町村は、単身高齢者などが増加する中、必要性が高まる生活支援について担い手を増やすこと 

  などを中心に取り組むことが重要である。 
 

○ 特に、都道府県については、人材確保に関する事項が介護保険事業支援計画の記載事項となっている
こと等から、積極的な政策展開が求められる。地域によって高齢化等人口構成の状況が異なること、介護
労働市場は地域密着型であること、地域の関係者が協力して対策を講じていくことが効果的であることなど
も勘案すると、これまで以上に都道府県が広域的な視点から総合的な取組を推進することが期待される。 

 

○ このためには、まず、必要となる介護人材の推計を行うことが重要であるが、現在推計を実施している都
道府県は少数であり、推計手法が示されていないために実施できていないところもある。 

 ※ 平成24年度に調査研究事業（社会福祉推進事業）として実施した「介護人材の見通し策定に関する調査・研究事業報告書」によ
ると、都道府県・指定都市において、介護人材の需給推計を実施しているのは約2割。 

 

○ このことから、国では、都道府県で必要となる介護人材の推計が可能となるワークシートを整備し提供す
るなど、都道府県の人材確保の取組を支援していくことが重要。 

論点 



平成12年度 

(2000年度) 

平成24年度 

(201２年度) 

（推計値） 

平成27年度 

(2015年度) 

（推計値） 

平成37年度 

(2025年度) 

（推計値） 

介護職員 55万人 149万人 
167～176万人 

（164～172万人） 

237～249万人 

（218～229万人） 

【出典】厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」、「医療・介護に係る長期推計」 

（注１） 平成27年度・平成37年度の数値は社会保障・税一体改革におけるサービス提供体制改革を前提とした改革シナリオによる。（）内は現状をそのまま将来に当てはめた
現状投影シナリオによる数値。 

（注２） ２０１５年、２０２５年の推計値に幅があるのは、非常勤比率の変動を見込んでいることによるもの。 

 ○ 介護保険制度の施行後、介護職員数は増加し、10年間で倍以上となっている。また、2025年には、 

  介護職員は更に1.5倍以上必要と推計されている。 

(平成23年10月１日現在) 介護保険施設 居宅サービス等 

合計 常勤 非常勤 合計 常勤 非常勤 合計 常勤 非常勤 

介護職員 

139.9万人 85.1万人 54.8万人 35.4万人 29.5万人 5.9万人 104.5万
人 

55.6万人 48.9万人 

60.8％ 39.2％ 83.3％ 16.7％ 53.2％ 46.8％ 

【出典】 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」 

介護職員の推移と見通し 
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（１） 介護職員の状況 



      
   
 離職者 ２２．４万人 
         
※ H23の離職率（16.1%）では 
    24.0万人となる。 
                ↓ 
※  当面15％程度を目標。 
   産業平均は約15％であり、 
   H19→23の４年間で5.5% 
   低下。 
   
 
     

 １年あたり ６．８～７．７万人増 
 

介護職員  

１４９万人（H24年） 
介護職員 
２３７～２４９万人（H37年） 

     入職者 ２３．７～２４．６万人 
 

  ○ ハローワーク   １６．０万人    
  ○ 他の入職ルート（民間、口コミなど）    ６．６～７．５万人 
  ○ 福祉人材センター １．１万人        
              
   ※ 入職者は現状＋±を目標 
            （H23年 ハローワーク約15.4万人、福祉人材センター約1.0万人｡） 

学卒就職者５．４万人（H23年）   
 

 
 

介護人材確保における当面の見通しについて 

高卒・専修・短大・大卒の介護分野等へ
就職した者 

離職者のうち介護業界に 
おいて転職する者９．０万人 

離職者のうち他産業 
へ出て行く者13.4万人 
 

 ※ 他産業へ出て行く者、 
    無職となる者の率を 
    10.7％’ 9％目標 

⇒ 研修充実、キャリア形成 
  促進、魅力ある職場作り 
  による定着促進 

’  学生等の参入促進対策 
 
 ※ 学卒者数は現状維持目標 

⇒ 参入促進対策、マッチング機能強化、 
    魅力ある職場づくり 
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○ 介護職員の離職率は、産業計と比べて、常勤労働者では高いが、短時間労働者では低くなっている。 
○ 産業計・介護職員ともに離職率は低下傾向にある。 

【出典】産業計の離職（入職）率：厚生労働省「平成24年雇用動向調査」、介護職員の離職（入職）率：（財)介護労働安定センター「平成24年度介護労働実態調査」 
 （注１) 離職（入職）率＝１年間の離職（入職）者数÷労働者数 
 （注２）産業計の常勤労働者：雇用動向調査における一般労働者（「常用労働者（期間を定めず雇われている者等）」のうち、「パートタイム労働者」以外の労働者）。 
 （注３）産業計の短時間労働者：雇用動向調査におけるパートタイム労働者（常用労働者のうち、１日の所定労働時間がその事業所の一般の労働者より短い者等）。 
 （注４）訪問介護員とは介護労働実態調査における「訪問介護員」をいい、施設介護職員等とは同調査における「介護職員（訪問介護以外の介護保険の指定事業所で働き、直接介護を行う

者）」をいう。介護職員とは「訪問介護員」及び「施設介護職員等」の２職種全体をいう。 
 （注５）介護職員・施設介護職員等・訪問介護員の常勤労働者・短時間労働者は、介護労働実態調査における常勤労働者・短時間労働者をいう。 
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（参考）都道府県別有効求人倍率(平成25年６月) 

○ 介護関係職種の有効求人倍率は、地域ごとに、大きな差異がある。 
○ 基本的には、職業計の場合と同様、介護関係職種の有効求人倍率も、地方よりも都
市部の方が高くなっている。 

介護平均   1.64倍 
全体平均  0.75倍  

都道府県別有効求人倍率（平成25年6月） 

7 
【出典】 厚生労働省「職業安定業務統計」 
( 注) 介護関連職種は、ホームヘルパー、介護支援専門員、介護福祉士等のこと。 
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   視点①：参入の促進（その１） 

①学校、学生、保護者等に対する介護職の魅力の広報、入職を促進するためのイメージアップを図る取組 
 の推進 
②地域の生活支援（高齢者の見守り・配食等）の担い手を増やすなどすそ野を広げる 
③介護分野で働こうとしている方が、事前に事業所の状況を知ることができるよう、情報公表制度を活用し 
 た介護職員の労働条件などの公表を推奨 
④ハローワークや都道府県福祉人材センターでの介護分野への就職支援の取組 
⑤潜在的有資格者等の再就業を促進するための研修等実施 

参入を促進していくための取組を強化していく方向性 

介護福祉士等修学資金貸付事業 

【貸付内容】 
○貸付額（上限） 
  ・学費       ５万円(月額) 
  ・入学準備金 ２０万円 
  ・就職準備金 ２０万円   
  ・生活費     ４万２千円（月額） 
   →生保世帯等の子どもに貸与する 
     場合に上乗せ 
  
○貸付利子：無利子 
 
５年間継続して福祉・介護分野の事業 
所で就労した場合に、返済を全額免除 

イメージアップへの取組 ハローワークでの取組 

 ハローワークに「福祉人
材コーナー」を設置、介護
職員として介護分野で働
こうとする者について、
マッチングを実施 

福祉人材センターでの取組 

 都道府県福祉人材センターにおい
て、福祉の仕事の紹介あっせん・マッ
チング、合同面接会、職場体験、セミ
ナー、中高生へのイメージアップなど
を実施 

○ 介護職員合同入職式を開催し、 
 介護職員に対し知事が激励（埼玉 
 県における取組） 
 
○ 小学校・中学校・高校へ介護職 
 の実態を描写した図書を寄贈（広 
 島県における取組） 
 
○ 介護に関する漫画のイラストを 
 活用したパンフレットの中学校、高 
 校等への配布や、ローカル放送を 
 活用したテレビによる広報（高知県 
 における取組） 

（２） ４つの取組の視点 
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  視点①：参入の促進（その２） 



（参考）介護職に対するイメージ 

○ ホームヘルパーや介護福祉士などの介護職について、イメージに近いものはどれか聞いたところ、「夜勤
などがあり、きつい仕事」を挙げた者が６５.１％と最も高く、以下、「社会的に意義のある仕事」、「給与
水準が低い仕事」、「やりがいのある仕事」などの順となっている。 

○ 介護職に対するイメージのさらなる向上が重要であり、若い方にも介護職に就いてもらえるような取組を
進める必要がある。 

【出典】内閣府「介護保険制度に関する世論調査」（平成２２年） 10 
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視点②：キャリアパスの確立 

初任者研修修了者 
（旧ホームヘルパー２級研修相当） 

認定介護福祉士（仮称） 

介護福祉士 

＜実務者研修＞ 

（養成施設ルート） 

今後の介護人材のキャリアパス 介護キャリア段位制度（内閣府） 

 ①専門的な知識を習得しキャリアアップが図られるよう職員に対する研修の受講支援 
 ②事業運営規模の拡大や経営の高度化を促進することによる法人の枠を超えた人事交流や研修等の実施の推進 
 ③改正後の介護福祉士制度の円滑な施行等（実務者研修の導入、養成施設卒業者に対する国家試験義務付け、準介護福祉士の廃止・介護福祉士への統一化） 

 ④認定介護福祉士の具体化に向けた取組など、介護福祉士の資格取得後のキャリアパスの確立 
 ⑤介護キャリア段位制度などを活用した事業者によるOJT研修の促進 
 ⑥事業者（管理者）の人材マネジメント能力の強化のための取組の推進 
 ⑦常勤職員を増加していく上で有効な在宅サービスの普及   等 

（期待される取組の例） 
・介護職員の技術を向上させる取組 
・職位に応じた賃金体系の 整備 
・経験年数等に応じた業務 内容の高 
 度化等魅力ある職場づくり 
・介護職員に他分野など様々な経験 
 の機会を付与   
・新人職員に対し先輩職員を教育係 
 とするなど社内教育の充実等 

キャリアパスの確立を実現していくための取組を強化していく方向性 

＜国における取組例＞ ＜事業者における取組例＞ 

・セミナー等の開催を通じ事業所に対 
 するキャリアパス制度導入を支援 
 （静岡県の取組） 
・経験や資格に応じたモデル給与表 
 を提示し、事業所での処遇改善を 
 促進（埼玉県の取組） 

＜県における取組例＞ 

レベル レベルの特徴 

プ 
ロ 
レ 
ベ 
ル 

７ 分野を代表するトッププロフェッショナル 

６ ・プロレベルのスキル 
・高度な専門性、オリジナリティ 

５ 

４ チーム内でリーダーシップ 

３ 指示がなくとも、一人前の仕事ができる 

２ 指示のもと、ある程度の仕事ができる 

１ 職業準備教育を受けた段階 

78.6
% 

人事評価や処遇決定へ
の活用可能性 

71.3
% 10.3

% 

能力開発やスキル向上に役立つ
か（介護職員へのアンケート） 

活用できると思う 役に立つと思う 

改善すれば役立つと思う 



１ 認知症介護や他職種との連携等の介護人材の資質向上を図るため養成体系を整理 

初任者研修終了者→介護福祉士→認定介護福祉士（仮称）をキャリアパスの基本とする。 
ホームヘルパー２級研修を「初任者研修」と位置付け。在宅・施設を問わず、介護職として働く

上で基本となる知識・技術を修得する研修とする。 
介護職員基礎研修及びホームヘルパー１級研修は、実務者研修に一本化。 

 
２ 実務者研修は、以下のように見直したうえで、平成２７年度より施行 
   （注）19年法改正により、国家試験を受験する実務経験者に義務付けられた研修 

実務者研修の目標は、実務経験だけでは修得できない幅広い利用者に対する体系的な知識・
技能の修得。 
研修目標は維持しつつ、働きながら研修を受講しやすい環境を整備するとともに、時間数を

450時間に見直し。（19年法改正時は600時間を想定） 

 
３ 介護福祉士養成施設卒業者に対する国家試験義務付け（平成２７年度より） 
    （注）介護福祉士等の業務に喀痰吸引等を追加し、養成カリキュラムを充実 
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（参考）介護人材の資質向上のための資格制度の見直し状況 



（参考）「准介護福祉士」の廃止と介護福祉士の統一化について 

○ 「准介護福祉士」とは、養成施設卒業者のうち、国家試験に合格しなかった者に付与される資格であり、養成施設修了者に国家
試験の合格が義務づけられる平成２７年度以降に発生。 

「准介護福祉士」とは 

○ 日・フィリピンＥＰＡ協定締結当時、フィリピンの「就学コース」候補者は、「介護福祉士」資格の取得のためには、国家試験の合格が
必要ない従来の制度を前提としていた。 
このため、平成１９年の社会福祉士及び介護福祉士法の改正で養成施設卒業者に対する国家試験が義務付けられた際、フィリピン

「就学コース」の候補者が国家試験に不合格の場合も、日本に在留できるようにするためにも、「准介護福祉士」制度が創設された。  

「准介護福祉士」創設の背景 

国会の附帯決議等 
○ 平成１９年の改正法の審議の際に、国家試験に不合格の場合にも、「准介護福祉士」資格を付与することについては、介護福祉

士の資質向上を図る改正法の趣旨に反するとの議論があった。 
○ このため、 「准介護福祉士」資格については、改正法の附則や国会の附帯決議で、フィリピン政府と早急に調整を行い、速やかに

「介護福祉士」資格への統一化を図ることとされている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ フィリピン政府と交渉中であり、両国間で一致でき次第「准介護福祉士」の廃止が可能となる。 

○ フィリピン政府は、「就労コース」への送り出しに注力し、「就学コース」については平成23年度以降送り出しを停止している。 
このため、フィリピン側にとって、現時点では「准介護福祉士」資格の意味は実態上なくなっている。 

○ 現状のままでは、平成２７年度以降は日本人の養成施設卒業者で国家試験不合格者のみに「准介護福祉士」が発生することになる。     

フィリピン・就学コース候補者の受入れ状況 
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○ 改正法附則第９条 
政府は、経済上の連携に関する日本国とフィリピン共和国との間の協定に関する日本国政府とフィリピン共和国政府の間の協議の状況を勘案し、

この法律の公布後５年を目途として、准介護福祉士の制度について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

○ 参議院厚生労働委員会における法律案に対する附帯決議（平成１９年４月２６日） ～ 抄 ～ 
准介護福祉士の仕組みは、フィリピンとの間の経済連携協定との整合を確保する観点にも配慮して暫定的に置かれたものであることから、介護

福祉士制度の見直し後の介護福祉士の受け入れの在り方について早急にフィリピン側と調整を行う等の対応を行い、その結果を踏まえ、速やかに
介護福祉士への統一化を図ること。 

※ 「就学コース」・・・養成施設を卒業して介護福祉士を取得するコース 
「就労コース」・・・介護施設で介護実務経験を経て国家試験の合格により介護福祉士を取得するコース 
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視点③：職場環境の整備・改善 

＜基本情報＞ 
１ 事業所の名称、所在地等   ４ 利用料等  
２ 従業者に関する情報     ５ 法人情報  
３ 提供サービスの内容  

＜運営情報＞ 
１ 利用者の権利擁護の取組  ５ 適切な事業運営・管理の体制   
２ サービスの質の確保の取組 ６ 安全・衛生管理等の体制   
３ 相談・苦情等への対応   ７ その他(従業者研修の状況等)     
４ 外部機関等との連携     

○介護従事者に関する情報の具体的な公表内容例 

＜職種・勤務形態別の採用・退職者数＞ 

採用・ 
離職者数 

介護職員 介護支援専門員 

常勤 非常勤 常勤 非常勤 

前年度の採用者数 ４ １ ２ １ 

前年度の退職者数 ３ ０ １ ０ 

介護サービス情報の公表制度 

○介護サービス情報 

①介護職員の負担軽減（介護職員の腰痛予防等）を図るために介護ロボットの開発促進 
②介護福祉機器の導入など職場環境の整備を図るために助成金の活用 
③介護分野で働こうとしている方が、事前に事業所の状況を知ることができるよう、情報公表制度を活用した 
  介護職員の労働条件などの公表（再掲） 
④ＩＣＴを活用した情報連携の推進・業務の効率化   等 

職場環境の整備・改善のための取組を強化していく方向性 

介護ロボットの開発支援 

○移乗介助① 
  ロボット技術を用いて介助者のパワーアシ 
 ストを行う装着型の機器 

○移乗介助② 
  ロボット技術を用いて介助者による抱え上 
 げ動作のパワーアシストを行う非装着型の機器 

中小企業労働環境向上助成金 

 重点分野等の中小企業が、雇用管理責任者を選任し、雇用管
理改善につながる例えば以下の事項について、就業規則・労働
協約を変更することにより制度を新たに導入、又は介護福祉機
器の導入を行った場合に、助成金を支給する。 
○評価・処遇制度 
 評価・処遇制度、昇進・昇格基準等を導入し実施 ⇒ ４０万円助成 
○介護福祉機器（介護事業所のみ） 
 介護福祉機器等を導入 ⇒ 導入費用の１／２助成（上限300万円） 

＜今後の開発等の重点分野の例＞ 
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（参考）介護労働者から見た職場の取組状況 

（出典）（財） 介護労働安定センター「平成24年度介護労働実態調査」 

○ 職場における各種取組について、介護労働者に十分行われているかどうかを聞いたところ、「キャ

リア・アップの仕組みの整備」は約２割にとどまっている。 

○ また、「介護しやすい施設づくりや福祉機器の導入」についても１３.３％と低くなっている。 

職場における各種取組のうち「十分行われている」と回答した介護労働者の割合 
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（参考）介護労働者の仕事に対する満足度 

（出典）（財） 介護労働安定センター「平成24年度介護労働実態調査」 

○ 介護労働者の仕事に対する満足度を見ると、「仕事の内容・やりがい」は高くなっているが、キャ

リア・アップの機会」や「賃金」については、満足度が低くなっている。 
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視点④：処遇改善 

○ 介護職員の処遇改善について、これまで介護報酬改定等により取り組んできている。 
  ＜平成21年４月＞ 
    平成21年度介護報酬改定でのプラス３％改定 
  ＜平成21年10月～平成24年３月＞ 
    介護職員処遇改善交付金（補正予算） 
  ＜平成24年４月＞ 
    平成24年度介護報酬改定でのプラス１．２％改定 
    介護職員処遇改善加算の創設（介護職員処遇改善交付金による処遇改善の継続） 
 

○ 介護職員の賃金水準の改善のためには、介護報酬の改定を通じた取組が中心となるが、  
 職員のキャリアパスにあわせた賃金制度を事業所で整備するなど事業者による取り組みも非 
 常に重要であり、そのためには施設長等の管理者が高い意識を持つことが求められる。 
 

○ また、事業者の介護職員の処遇改善に対する取組について、介護分野で働くことを希望し 
 ている者にホームページなども活用して積極的に周知していくことも重要である。 

・介護報酬の改定を通じて、介護職員の更なる処遇改善を図るとともに、事業者による取組の促進策を検討 
・施設長や人事労務管理者などに対する研修の実施   等 

処遇改善に向けた取組を強化していく方向性 



    男女計 男性 女性 

    平均年齢 勤続年数 
きまって支
給する現
金給与額 

構成比 平均年齢 勤続年数 
きまって支
給する現
金給与額 

構成比 平均年齢 勤続年数 
きまって支
給する現
金給与額 

    （歳） （年） （千円） （％） （歳） （年） （千円） （％） （歳） （年） （千円） 

産
業
別 

産業計 41.7 11.8 325.6 67.4% 42.5 13.2 362.3 32.6% 40.0 8.9 249.7 

医療・福祉 39.9 7.7 295.7 26.9% 39.6 8.0 376.1 73.1% 40.0 7.6 266.1 

社会保険・社会福祉・介護事業 40.6 6.9 241.4 27.9% 39.2 7.0 274.2 72.1% 41.2 6.9 228.7 

サービス業 42.8 8.0 269.6 67.4% 44.0 8.8 291.5 32.6% 40.4 6.3 224.5 

職
種
別 

医師 41.2  5.2  879.3  72.8% 42.6  5.6  931.2  27.2% 37.6  4.0  740.1  

看護師 37.3  7.1  326.9  7.3% 34.6  6.0  336.2  92.7% 37.6  7.2  326.2  

准看護師 46.3  10.3  280.0  8.2% 38.8  9.9  301.0  91.8% 47.0  10.4  278.1  

理学療法士、作業療法士 31.2  5.0  276.8  44.9% 32.0  5.0  289.9  55.1% 30.5  5.0  266.1  

保育士 35.0  7.8  214.2  5.3% 30.0  4.7  231.2  94.7% 35.3  8.0  213.3  

ケアマネジャー 46.1  7.0  260.4  22.5% 39.6  7.1  285.8  77.5% 48.0  7.0  253.0  

ホームヘルパー 44.6  5.1  208.5  19.2% 37.0  3.2  226.3  80.8% 46.4  5.5  204.2  

福祉施設介護員 38.3  5.5  218.4  33.1% 35.6  5.3  231.4  66.9% 39.7  5.6  211.9  

【出典】厚生労働省「平成２４年賃金構造基本統計調査」 

注１）常勤労働者とは、賃金構造基本統計調査の一般労働者（短時間労働者以外の労働者）をいう。 

   短時間労働者とは、１日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者、又は１日の所定労働時間が一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が 
   一般の労働者よりも少ない者をいう。 

注２）サービス業とは、廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業、その他の事業サービス業、政治・経済・文化団体・宗教、職業紹介・労働者派遣 
   業が含まれる。 

注３）福祉施設介護員は、児童福祉施設、身体障害者福祉施設、老人福祉施設その他の福祉施設において、介護の仕事に従事する者をいう。 

注４）きまって支給する現金給与額：労働協約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給される現金給与額。基 
   本給のほか、家族手当、超過労働手当を含むが、賞与は含まない。なお手取り額ではなく、所得税、社会保険料などを控除する前の額である。 

○ 勤続年数、平均年齢等の要素の違いがあり、単純な比較はできないが、①介護分野の平均賃金の水準は産業計の平
均賃金と比較して低い傾向にあり、②常勤労働者である介護職員の平均賃金は、医療福祉分野における他の職種の平
均賃金と比較して低い傾向にある。 

○ 女性の介護職員は、産業計や福祉・介護分野全体との差が、それほど大きくはない。 
○ なお、介護職員は、産業計と比較すると、勤続年数が短い（半分弱）。 

（参考）介護職員の賃金 （常勤労働者） 
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常勤労働者の男女比、平均年齢、勤続年数及び平均賃金 



17% 21% 

33% 

50% 

71% 
81% 

15% 13% 11% 10% 7% 4% 
12% 

23% 
29% 

23% 
13% 9% 

36% 
30% 

20% 
12% 

7% 4% 
0%

20%

40%

60%

80%

100%

４人以下 ５～９人 １０～１９人 ２０～４９人 ５０～９９人 １００人以上 

〔定昇制度あり〕定昇を行った 〔定昇制度あり〕定昇を行わなかった 〔定昇制度なし〕昇給した人もいる 〔定昇制度なし〕昇給した人はいなかった 

【賃金表あり】賃金表の昇給ルールに基づいて昇給する。 ３５．６% 

【賃金表あり】賃金表はあるが、収支状況等に応じて運用は変動する。 ２２．５% 

【賃金表なし】毎年経営トップの判断によって決める。 ３６．６% 

【賃金表なし】毎年労使で話し合って決める。 １．４% 

【賃金表なし】その他 ２．０% 

（参考）事業所における賃金制度の整備状況 

【出典】介護労働安定センター「介護職員の賃金・雇用管理の実態調査結果報告書」（平成２４年度老人保健健康増進等事業） 

○ 介護事業所における定昇制度や賃金表の整備状況を見ると、事業所の規模が小さくなると、定昇制度もなく、昇給した人も
いない事業所が多くなる。 

○ また、定昇制度がある事業所での賃金表の整備状況を見ると、賃金表がない事業所が約４割となっている。 

事業所規模別の基本給の定昇制度の有無と運用状況 

定昇制度のある事業所における賃金表の整備状況と運用状況 
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① 京都府における介護人材確保・定着に向けた取組 
京都府の取組 

Ⅰ 福祉人材育成認証制度の普及・推進 
Ⅱ ３年間（平成24年度～平成26年度）で新たに福祉人材6,000人の確保及び定着を推進 
Ⅲ 府北部地域での福祉人材確保（３年間で900人） 
○ 「きょうと介護・福祉ジョブネット」の構築。 
   ・介護現場の職員、関係団体、職能団体が参集し意見を交わす人材のプラットフォームにおいて、プロジェクトチー   
    ムやワーキンググループを設置し、人材確保・定着に向けた事業や大学等と連携した取組を実施。 

きょうと介護・福祉ジョブネットの構成 

参画団体連絡会 
「福祉人材確保に関することの

連絡・情報共有」 
●メンバー 
  参画団体（広く呼びかけ） 
●会議 
  隔月開催 
●内容 
  ・ＷＧ等活動報告 
  ・参画団体活動報告 
  ・事業協力依頼 
   （ジョブネット企画事業、 
    参画団体主催事業） 
  ・団体からの提案 

人材確保ＷＧ 
●メンバー  ２０名程度 
●会議   
                     月１回程度 
   

北部連絡会 
地域での情報共有 

（市町、ハローワーク、北部サテライト、北部看護職支援センター等） 府内介護・福祉事業所 

幹事会（年２回程度） 
「福祉人材確保に係る方向性確認・方針決定」 

人
材
確
保
・定
着
チ
ー
ム 

「
中
途
人
材
の
確
保
・
定
着
」 

 

仕
事
理
解
促
進
チ
ー
ム 

「
業
界
に
よ
る
魅
力
発
信
シ
ス
テ

ム
の
構
築
」 

大学等連携ＰＴ 
●メンバー   
  １０名程度 
●会議  
  月１回程度 
 
「養成校・現場一体
型人材養成」 
「人材育成認証制
度の構築」 

看護職確保ＰＴ 
●メンバー   
  １０名程度 
●会議  
  月１回程度 
 
「潜在看護職の早
期復帰システム」 
「福祉現場看護の
理解促進」 

北部人材確保ＷＧ 
●メンバー  １１名 
 
●会議   
 月１回程度 
 
「現任職員及び若者誘致に係
る基盤整備」 
  
「魅力発信・理解促進事業の
実施」 
 

方針 報告 

情報提供・協力依頼 

連絡・調整・
協力依頼 

団体会議・ＨＰ・メルマガ等
で情報共有、協力依頼 
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（３） 都道府県による取組 



② 広島県における介護人材確保・定着に向けた取組 

第５期ひろしま高齢者プラン 

・質の高い人材育成・確保に向けた事業者、関係団体等の主体的な取組を促し、総合的に支援 

保険者や事業者等の主体的な取組を促進するため協議会を設置 

広島県福祉・介護人材確保等総合支援協議会 ※運営は広島県社協、運営経費は広島県の負担 

【構成員】※以下のように行政や職能団体、事業者団体などで構成 
 広島県、広島労働局、広島県社会福祉協議会、広島県看護協会、広島県介護福祉士会、広島県社会福祉士会、日本介護福祉士養成施設協会、日本社会福
祉教育学校連盟、日本社会福祉士養成校協会、介護労働安定センター、広島県社会福祉施設経営者協議会、広島県老人福祉施設連盟、広島県老人保健施
設協議会、広島県身体障害者施設協議会、広島県知的障害者福祉協会、広島県訪問介護事業連絡協議会、広島県生活協同組合連合会、広島県教育委員会、
（広島県市長会、広島県町村会：平成２５年度参画予定） 

【情報提供・啓発部会】 
○ 社会的認知の確立や中・高校生 
 の理解促進に向けた情報提供や啓 
 発 
 

【人材確保・育成部会】 
○ 福祉介護人材の安定的確保に向 
 けた体制の整備 
○ 従事者全体の知識・技術の底上 
 げと高度な資質を有する人材の育成 

【就業環境改善部会】 
○ 福祉・介護事業所における就業 
 環境改善の推進 
 
 

広島県におけるビジョンの共有⇒利用者・従事者にとっての「魅力ある環境づくり」 

【情報提供・啓発に関する取組】 
○ 小学校、中学校、高等学校への介護職の       
 実態を描写した図書（コミック）の寄贈 
○ 「介護の日フェスタin広島」の実施，「介護 
 の日」ポスター募集 
○ 職業の選択肢としての動機付けのため、 
 学生等への施設見学＆体験バスツアーの 
 実施  等 

【人材確保・育成に関する取組】 
○ マッチング機会を提供するため、合同 
 求人説明会や合同就職相談会を開催 
○ 介護職の就業体験の実施 
○ 新人教育を充実させるための新任職 
 員教育担当者研修の実施   
○ 事業所選択眼養成講座や人材確保 
 能力向上研修の開催  等 

【就業環境の改善に関する取組】 
○ 自己点検ツールの提供による人材の 
 確保・定着に向けた就業環境改善等の 
 取組の促進 
○ 就業環境改善シンポジウムの開催に  
 よる改革・発展に向けた機運醸成と意 
 識改革の促進 等 
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③ 埼玉県における介護人材の確保・定着に向けた取組（平成25年度から） 
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介護職員しっかり応援プロジェクトチームの設置 

埼玉県庁 

埼玉県老人福祉施設協議会 

埼玉県介護老人保健施設協会 

埼玉県在宅福祉事業者連絡協議会 

埼玉県認知症グループホーム・小規模多機能協議会 

埼玉県社会福祉協議会 

介護人材の確保・定着に向けた取組方針 

○介護職のイメージアップ 
○魅力ある職場づくりの促進 
○介護職員の給与アップ 

・新たに介護職員となった方を知事が激励 
・知事メッセージの交付や 
 記念講演を実施 
・平成２５年度は２６２事業所から 
 約８００人が参加 

介護職員合同入職式の実施 介護職員給与改善の取組 

・経験や資格に応じたモデル給与表を 
 作成し事業所に給与改善の働きかけ 
・給与水準が低い事業所に公認会計 
 士を派遣し、個別指導を実施 

介護職員しっかり応援プロジェクト 

表彰の実施 

・離職率が低い事業所や資格取得 
 に積極的な事業所等を表彰 
・優れた処遇を行った介護職員や 
 事業所を表彰 

魅力ある取組の情報発信 

・県や各団体のHP等 ⇒ プロジェクトのPR、表彰対象事業所の取組紹介、介護職員からのビデオメッセージなど 



④ 静岡県における介護人材の確保・定着に向けた取組（平成25年度から） 

23 

県 

政令市・市町 団体 

介護事業所（3,600箇所） 

・実地指導（２年に１回） 
・集団指導（毎年実施） 
・事業所の指定申請時 
・ホームページに掲載 
・キャリアパス制度導入セミ
ナーの開催 

①実地指導 
②集団指導（毎年実施） 
③施設の指定申請時 

①会員へ県の取組を周知 
②会員へキャリアパス制度
導入の取組を依頼 

静岡県老人福祉施設協議会 
静岡県社会福祉法人経営者協議会 

要請 
連携 
協働 

キャリアパス 
制度導入支援 

キャリアパス制度導入→賃金向上 

キャリアパス制度導入
支援 

キャリアパス制度導入
支援 

○ 介護人材の確保対策の一環として、介護職員の賃金水準の向上を図り、介護職員が長く働きやすい環境を 
 つくるため、各事業所にキャリアパス制度の導入を支援する取組を実施。 
 ＜背景＞ 
  ・県内の有効求人倍率は、平成25年３月現在、全産業では0.78倍だが、介護分野は2.02倍と慢性的な人材不足の状況。 
  ・人材不足の要因としては、賃金水準の低さがあり、賃金水準が低いのは勤続年数が短いことが原因との認識。 
  ・処遇改善加算は、全事業所の81.7％が算定。ただし、キャリアパス要件の「要件Ⅰ」を算定している事業所は、 
   特別養護老人ホームでは81.7％であるが、居宅系サービス事業所では57.9％と低くなっている。 
 

○ 具体的な取組としては、キャリアパス制度導入セミナーの開催や、実地指導等の際にキャリアパスの参考例 
 （平成２４年度作成）を提示することなどにより、キャリアパス制度導入を促す。 



⑤ 高知県における介護人材の確保・定着に向けた取組 

広報 
（パンフレット・TV） 

○ 高知県では、少子高齢化が進む中、介護の担い手となる介護職員の不足が懸念されるという問題意識のも 
 とで、介護人材の確保・定着に向けた取組として、積極的な広報活動を展開している。 
○ 具体的には、福祉・介護の仕事について、正しい認識を広めるとともに、より多くの若い世代に福祉・介護分 
 野への就業を選択してもらえるよう、福祉・介護の仕事の魅力を伝えるため、パンフレットを作成し、県内の中
学校、高校、専門学校等に配布するなどの取組を行っている。 

○ 高知県庁（福祉部局・労働部局・教育委員会）、高知労働局、ハロー
ワーク、介護労働安定センター、福祉人材センター、看護協会、介護福祉
士会、老人福祉施設協議会ほか事業主団体、専門学校などが参加。 
○ 人材確保に関する取組の情報共有の場として、協議会を設置。 
  ※年２回開催（県庁と労働局が事務局となり、各１回ずつ主催） 

協議会の設置 
（高知県福祉・介護人
材確保推進協議会） 

セミナーの開催 

○ 中山間地域の介護人材の確保に向けた取組として、中高生や保護者、 
  福祉の仕事に興味のある一般の方を対象にセミナーを開催。 
  ※平成２５年度からの新規事業として実施 
 

○ セミナーでは、希望者に対して施設見学や介護体験などを実施 

【漫画を活用したPR広報】 
○ くさか里樹さん（高知県出身）の漫画「ヘルプマン」のイラストを使用した 
  パンフレットを７万部作成し、県内の中学校・高校・専門学校に配布。 
 

【テレビを活用したPR広報】 
○ 毎週月曜日に３分間程度の番組枠の中で、県内で介護の仕事に従事 
 している若者をクローズアップし、介護の仕事の魅力をPRしている。 
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介護人材の確保に向けた国・都道府県・市町村の主な役割（現行） 

【 国 】 
 介護報酬改定を通じた処遇改善の取組の推進 
 介護分野におけるキャリアパス制度の確立に向けた取組の実施 
 介護職員の負担軽減のための介護ロボットの開発促進や介護福祉機器の導入支援など

の職場環境の整備に向けた取組 
 ハローワーク等における職業紹介を通じた介護分野でのマッチング機能の強化 
 介護人材の需給推計のツールの提供等都道府県による人材確保の取組を促進するため

の支援 
 
【都道府県】 
 介護保険事業支援計画に必要な介護人材の確保に向けた取組を位置付け 
 介護職員のスキルアップ等のための研修等の実施 
 学生等今後介護分野に就職する可能性がある層を主なターゲットとしたイメージアップの

ためのセミナー等の開催 
 情報交換・意見交換等を円滑に行うための関係団体・関係機関などを集めた協議会の設

置・運営 
 研修等を通じた都道府県内の介護職員のネットワーク化の推進 
 
【市町村】 
 都道府県と連携し、事業者による介護人材確保に向けた取組を支援 

（４） 国・都道府県・市町村の役割分担 



（参考）介護人材の需給推計について 

【出典】株式会社三菱総合研究所「介護人材の見通し策定に関する調査・研究事業報告書」（平成２４年度社会福祉推進事業） 

介護人材の需給推計を行う場合の方法（複数回答） 介護人材の過不足状況の把握方法（複数回答） 

○ 都道府県・指定都市において、介護人材の需給推計を行う場合の方法については、「国から具体的な需給推計手法

を示してほしい」が最も多く、次に「他の都道府県・政令指定都市等で需給推計方法を知りたい」となっている。 

○ また、介護人材の過不足状況の把握方法としては、「ハローワーク等の求人情報から」、「福祉人材センターの求

人情報から」把握しているのが多く、「特に把握していない」都道府県・指定都市も約２割ある。 
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（参考）介護人材確保の推進に関する論点（議論中の整理案）  
※ 介護人材確保策について今年度老人保健健康増進等事業を活用し有識者がメンバーの委員会で年度末の取りまとめに向け議論中であり、現在までの議論を整理したもの 

• 介護職員（介護人材）の離職率は低下傾向にある。ただし、事業所のばらつきが大きい。 
  有効求人倍率の現状等を踏まえれば、今後高齢化が急速に進み介護サービス需要の増加が見込まれる都市部で人材確保が難しい状況。 
• 介護人材確保を推進するため、これまでに「参入促進」と「定着促進」の観点からさまざまな取組が推進されてきた。これらの取組に

ついては、さらに効果を高めるための視点を持って推進し続けることが必要である。 
• さらに、今後労働力人口の減少が進むこと等を考慮すれば、「参入促進」や「定着促進」の観点からの更なる取組に加え、「多様な介

護人材の活用」と「生産性の向上・イノベーションの創出」の観点に立った取組の推進も必要。 
• その際、介護分野の事業者全体の意識改革や事業所間の連携も含めた自主的な取組が重要であり、行政と協働しながら取り組むことが

求められる。 

１．介護人材に係る現状と今後の対応の方向性 

事業所別離職率の分布 

介護人材の確保における当面の見通し 
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出典：（財）介護労働安定センター「平成24年度介護労働実態調査」  
（注１) 離職（入職）率＝１年間の離職（入職）者数÷労働者数 
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①参入の促進 
 これまでの取組を、さらに以下のような視点を加えて推進 
（イメージアップの推進） 

• 介護業界自らのイメージ明確化の推進と、新卒学生、他産業から移
る労働者、潜在有資格者など対象に合わせたきめ細かなメッセージ
の発信 

• （介護、地域包括ケア等の理解について、）小中学校段階からのア
プローチ 

（一般学生への働きかけなど採用戦略の充実） 
• 介護福祉分野の養成施設等以外の一般学生への働きかけ 
• 入職時に感じる不安を払しょくする環境づくり 

（すそのを広げる） 
• インフォーマル支援等で介護に関与し、いずれは本格的な介護職と
して従事する可能性がある人材の層の拡大 

• 多様な人材が介護現場で就労できるよう、介護能力に応じた業務内
容や役割の整理の推進や多様な働き方の推進 

• 介護経験者や地域の介護者支援を行う団体等の活用の推進 
 
 

②定着の促進 
 これまでの取組を、さらに以下のような視点を加えて推進 
（事業者の意識改革と自主的な取組の推進） 

• 中小規模の事業所を含め、介護業界全体としてマネ
ジメントに関する情報の提供と意識改革 

（事業所の連携強化） 
• 複数の事業所が共同で採用等を行うユニットの形成
促進など連携強化や共同化等の推進 

（専門性の高い人材の確保） 
• 専門性の高い人材が質の高いサービスを提供し良い
処遇を得られる仕組みの構築 

• キャリア段位制度の活用 
 

③多様な介護人材の活用と生産性向上・イノベーションの創出 
 上記の「参入の促進」や「定着の促進」等に加えてサービス量にも着目して以下のような視点に立った取組を推進 
（多様な介護人材の活用） 

• 専門性の高い介護サービスの充実とあわせ、多様な人材を活用した生活支援・福祉サービス等の充実、セルフケアの考え方の推進 
（生産性向上・イノベーションの創出） 

• 品質の良い経営の見える化の推進 
• 介護の質を担保しつつ収益性を確保できる効率性の良いビジネスモデルの検討と提示 
• ２４時間対応可能な在宅サービス普及や施設の地域へのサービス展開や、個々の事業所単位だけでない事業所間連携も視野に入れた
規制の見直し 

• 一部の離職率が高い事業所があることを踏まえ、離職率等に着目した見える化・差別化の推進 

 有効求人倍率など介護人材を巡る状況は地域差が大きいこと、近隣で就職する傾向が強いなど介護労働市場が地域密着型であることなどから、
国が大きな方向性を示しつつ都道府県が主導して考え、以下のような取組の推進が必要 
• 地域の実情を反映する仕組みづくり（都道府県による需給推計の実施、都道府県レベルの介護関係団体等が参画、協働し、業界全体

としての取組を強化する協議会の設置等）と、個々の事業所を超えた連携の促進 
• 労働市場における介護人材のマッチング精度の向上（対象者に応じた細やかな情報発信等） 

２．今後の取組を強化するために必要な視点 

３．都道府県による広域的・総合的な支援 
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参考資料 1

認定介護福祉士 (仮称)制度の方向性について

平成24年度研究の中間まとめ

平成25年 3月

認定介護福祉士 (仮称)の在り方に関する検討会

(事務局 :日本介護福祉士会 )

介護事業者懇談会

平成 25年 10月 8日



認定介護福祉士 (仮称)制度の方向性について

Oこれは、「認定介護福祉土 (仮称)の在り方に関する検討会」が、平成24年度までに検
討した認定介護福祉土 (仮称)需」度の方向性につしヽて、中間的にとりまとめたものである。

O本検討会では、この中間まとめに基づき、◆後モデル事業等を行しヽながら、研修内容や制
度のあり方につしヽて目|き続き検討する予定である。
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Ⅳ 研修体系及び研修カリキュラムにつしヽて・

V 制度の運営スキームにつしヽて 。

Ⅵ 認定介護福祉土 (仮称)モデル研修につしヽて 。

Ⅶ ◆後の検討課題等につしヽて・

参考図表・ 0● 0● 00● ● 0● 0● ● 0● 0● 0● 0●

00● 0● ● 0● 0● 0● ● 0● 00● 0● ●委員篭簿・ 。29P 2



I 検討の背景について

■参議院厚生労働委員会附帯決議(2007年4月 26日 )衆議院厚生労働委員会附帯決議
(2007年 11月 2日 )

○ 社会的援助のニーズが増大していることにかんがみ、重度の認知症や障害を持つ者等ヘ

の対応、サービス管理等の分野において、より専門的対応ができる人材を育成するため、

専門社会福祉士及び専門介護福祉士の仕組みについて、早急に検討を行うこと。

■「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針」(2007年厚

生労働省告示第289号 )
国家資格等の有資格者について、さらに高い専門性を認証する仕組みの構築を図るなど、

従事者の資質向上に取り組むこと。(職能団体、養成機関の団体その他の関係団体等 )

■今後の介護人材養成の在り方に関する検討会報告書 (2011年 1月 )→図表1(P15)
介護福祉士資格取得後のキヤリアパスについては、現在のところ十分な仕組みがないた

め、資格取得後の展望を持てるようにするためにも、その後のステップアップの仕組みを
つくっていくことが必要。

介護福祉士資格取得後一定の実務経験を経て、幅広い知識・技術を身に付け、質の高い

介護を行い、他の現場職員を指導できるレベルに達した介護福祉士を職能団体が主役と

なつて認定する仕組み (認定介護福祉士 (仮称))を設けていくことが適当。

認定介護福祉士 (仮称)の具体化に向けた検討は、関係団体や学識経験者の参画を求め

て、介護福祉士の職能団体が主役となり行うことが望まれる。

一

日本介護福祉土会が事務局となり、厚生力l動省の補助 (平成23年度老人保健事業推進費等補助金)を受け

「認定介護福祉土 (仮称)の在り方 |こ関する検討会」を設け検討に着手。

平成24年度も引続き、厚生労l動省の補助 (平成24年度老人保健事業推進費等補助金)を受け検討を実施。 3



Ⅱ 認定介護福祉士 (仮称)制度のねらいについて

1.生活を支える専門職としての介護福祉土の資質を高め、利用者のQOLの 向
上、介護と医療の連携強化と適切な役割分担の促進、地頭包括ケアの推進な

ど、介護サービスの高度化に対する社会的な要請に廠える。

【認定介護福祉土 (仮称)が酉己置されることにより期待される社会的な成果】
。生渚機能の維持 。改善により、要支援・要介護度が改善される
。障害に廠じた生活環境が整備され、地頭での自立生活、社会参加ができる
。重度の認矢日症とほっても地頭生活を継続することができる
。医療依存度が高くても、早期に退院し、施設や在宅で生活できる
。□腔機能の維持向上、排泄の自立、BPSDの減少などがlよかられる
。地頭生活を継続し恋がらその人らしい終末期を迎えることができる

2.介護福祉土に対する、他職種、事業者、利用者 。家族等からの社会的な評価
を高める。

4

3.介護福祉土の資格取得後のキャリアパスを整備する。



Ⅲ 認定介護福祉士 (仮称)の役割日実践力について

★役害」について

認定介護福祉土 (仮称)lよ、次のような役割をもつ。

○介護チーム (ユニット等、5～10篭の介護職によるサービス提供チーム)の
リーダーに対する教育指導、サービスのマネジメントを行い、介護チームの
サービスの質を向上させる役割
※介護チームのリーダー (ユニットリーダー、サービス提供責任者等)を教
育指導したり、小規模拠点のサービス管理を行う位置にある。

利用者の生渚支援において他職種と介護チームとの連携・協l動を促進する (中
核となる)役害」

※これらの役害」を果にす前提として、十分な介護実践力 (実務経験等を通した半」
断力、介護提供能力)を備えていることが町要。

☆実務経験等について  → 図表2(P16)
実務経験 7～8年以上を想定する。

①介護チームのリーダーとしての実務経験を有することが望ましい。

居宅、居住 (施設)系サービス双方での生活支援の経験をもつことが望ましい。
※いずれかの経験がない場合には研修によって補うことができることとする。
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☆実践力について

居宅 。居住 (施設)系サービスをFロロわず、多様な利用者 。生活環境、サービス提供
形態等に対応して、下記を実践でき、サービスのマネジメントを行い、地1亥包括ケ
アに対廠できる。

O十分な介護実践カ
。どのような利用者に対しても、最善の個別ケアの提供ができる。
・ リハビリテーション等の矢日識を応用した介護を計画 。提供でき、利用者の生活機
能を維持 。向上させることができる。
・ 認矢日症のBPSDを軽減させることができる。
・ 障害特性 (筋疾憲、背髄損傷等、統合失調症、先天性代謝異常等)に廠した介護
が提供できる。
・ ,い理的ケア、終末期ケアを実践できる。
・ 家族に対して、見通しをもった説日月、生活環境の整備、相談援助等ができること
で、家族の不安を軽減し、その介護力を引き出すことができる。

○介護チームの教育・指導、サービスのマネジメントを行うカ
・ 利用者や家族の真のエーズに気付き、介護計画に反映 。実行することができる。
・ 科学的根拠や指標等に基づいて介護の根拠を説明し、指導することができる。
・介護チームのリーダーヘのスーパービジョン、リスクマネジメント、サービス管
理を行うことができる。
・記録様式などサービス管理に町要なツールを改善 。開発できる。
・ 介護チームの意識改革、サービスの提供方法や提供体制の改善、研修プログラム
の編成等を行い、新しい知識 。技術 。実践をチームに浸透させることができる。
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O他職種やそのチームと連携・協l動するカ
・ 介護の根拠を言語化して医療職、介護支援専門員等の他職種に説日月できるとと

もに、各種の専門的矢日識をもつて他職種と連携・協働することができる。

・ 医療の知識に基づき、介護の役害」を拡充すると同時に、医療の町要性、介護の

役割の限界等について判断することができる。
。退院支援、 復期リハビリテーシヨン等においても、生活支援の視点から役割

を担うことができる。

□
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Ⅳ 研修体系及び研修カリキュラムについて

1.養成体系の考え方について
(1)養成の体系 。時間数
○介護職員のキャリア志向や実務の町要性に応じた段[と白

ヒ的な研修受講を可能とす
るため養成プロセスを三段[上白

しにわける。

第一段階の研修 (200～250時 F日日程度)
→介護実践力の確立を図ることを目的とする
→チーム運営、医療、リハビリテーション、,い理 。社会的ケアの矢日識を獲
得 。統合し、チームにおける介護過程の展開を指導できる力を黄成
→できるだけタダくの介護福祉土が受講することを期待

第二段階の研修 (200～250時 F日日程度)
→認定介護福祉土 (仮称)と しての実践力の確立を超ることを目的とする
→介護チームにおけるサービスマネジメント等の矢日識を学び、チームの介
護実践の改善力 。指導力を養成
→主任や小規模事業所の管理者等として教育指導役割に就く者が受講する
ことを想定

(2)介護福祉上のキャリアパスと認定介護福祉土との関係 →図表 3(P17)
○第一段階の研修lよさまざまなキャリアの志向の共通の基礎となる。技術志向の
キャリアをめざす人にも不可欠な内容。
①認定介護福祉土 (仮称)は教育 。指導やサービス管理を中|と`コヽとした役割であり、
第二段階の研修はこれに対廠したもの。
①認定介護福祉士 (仮称)と しての研修やキャリアlよ、その後、事業所の管理者
等へのキャリアや教育者としてのキャリアにもつながりうる。 8



2.研修カリキュラムのイメージ
→ 図表4(P18)

3.研修の方法

○新しい矢日識を体系的に習得する学習と、矢□識の活用や経験との統合を図る

学召 (事例検討 。研究、ケースレポートの提出、演習など)を積み重ねる。

研修で学んだ矢日識の実践での活用、実践の課題を素材とした演習等、実践

と学習の循環を図る。

研4多全体を通じて、情報を分析し、まとめる力、調べる力、説明力等を形

成するとともに、実践の理論化について意識できるようにする。

4.受講要件

実務経験が7～ 8年に達する F日日に、実務上の町要性に応じて段階的 。柔軟
に受講ができるようにする観点から、研修の内容におした財要最小限の受

講要件 (不要なものは設けない)について検討する。

9

○受講者の矢□識等のレベルを揃えるための方策について検討する。



V制 度の運営スキームについて
1.制度の運営主体について →図表5(P23)
○認定介護福祉土 (仮称)制度は、民F日日団体による認定資格として、より高い
実践力を認定するものである。
○職能団体である日本介護福祉土会が中!出となり、介護事業者団体、教育関係

団体等と協力し、制度を運営する仕組みについて◆後検討する町要がある。

2.研修の実施主体について
○身近な地頭で学習できる環境を整備する観点から、研修の実施主体として、
職能団体、事業者団体、都道府県研修機関、大学等、多様な教育資源を活用
する町要がある。
①このため、◆後、研修の内容等についての基準を定め、基準を満たす研修を
認証する仕組みを設けることが考えられる。
○認証の仕組みの検討とあわせて、既存の研修の活用策や読み替え等について
も検討する。

3.認定介護福祉主 (仮称)を認定する方法等について
○認定介護福祉土 (仮称)と して認定する際は、知識 。技術 。実践力の評価、
実務経験等の確認を行うことが考えられる。これらを認定する方法 。仕組み
については◆後検討する。
○実践で求められる矢□識 。技術等を担保するため、更新制をとりいれることが
者えられる。更新の要件等については◆後検討する。

4.内容の見直しや介護実践の高度化促進について
現場の良質な実践や技術の進展、研究成果等を、研修の内容に反映させ、介

護の質の標準化や高度化を促すあり方について検討する。
10



Ⅵ 認定介護福祉士(仮称〕モデル研修について

1.モデル研修実施の目的
○認定介護福祉土 (仮称)モデル研修lよ、認定介護福祉土 (仮称)制度化のた
めの研修である。
①集合研修や多くの課題を課し、モデル研修を通じて、本当に「認定介護福祉
土 (仮称)に期待されている役割を担う人材育成」や「認定介護福祉土 (仮
称)に求められる実践力を備えた人材育成」に繋がるのかを、受講者自身の
状況変化や、それぞれの自職場でのサービス改善状況等から検証する。
①検証結果を踏まえ、より適切な認定介護福祉土 (仮称)の制度構築を図る。

2.モデル研修の科目構成 →図表6(P24)
○原貝」として「認定介護福祉土 (仮称)制度の方向性について一平成23年度研
究の中間まとめ一」 (平成24年3月 )(以下「平成23年度中F日日まとめ」)
で示された全ての内容を実施する。ただし、研修実施計画の期間内での実施

及び検証を要することから、以下の条件に基づき実施する。
。「平成23年度中F日]まとめ」で示された内容を基にモデル研修での実施内
容を精査する。
・内容を損なわない範囲で、集合研修の時間はできるだけ短くし、事前事後
学習 。自職場課題に置き換える。
。「平成23年度中間まとめ」において、知識のある者については受講免除
可能としている科目については、モデル研修では実施せず、知識を確認す
るテストに置き換える。
・モデル研修の効果沢」定を考慮し、平成24年度は「平成23年度中F日日まと
め」に示された第一段階に第二段階の一部を加えて実施する。

3.モデル研修全体のスケジュール (イメージ) → 図表7(P25)
11



4.モデル研修各科目構築の考え方
○通学による集合研修を基本としつつ、事前事後学習や自職場課題の取り組み、
事例提出なども組み合わせて実施する。
①事前学翌は、集合研修受講のために財要な矢□識を事前に担保するもの、及び、
集合研修の前に自らの実践や課題をまとめさせるものとする。
○事後学習は、集合研修の後に研修で学んだことをまとめさせたり、現場で実
行させるものとする。

5.モデル研修各科目の検証方法
○各科目の内容 。研修効果等は、以下の手法を渚用し検証を行つた。
・講師 。研修評価者による振り返り  。科目別アンケート
・ リアクションシート        ・受講者へのヒアリング

6.モデル研修受講者について
(1)受講者人数
50侶

(2)受講者募集方法
モデル研I歩を実施するに当たり、関係団体から推薦を受けモデル研1多受講者
を決定した。

7.(T!7♀泰暫¢卑喜呈碁耕し実施】犬況→図表 8(P26)
(2)モデル研修各科日の内容 →図表9(P27)
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Ⅶ 今後の検討課題等について

○ ◆年度にヨ|き続き、平成25年度にも認定介護福祉土 (仮称)モデル研修を実施
し、その効果や研修内容への評価等を踏まえ、研修カリキュラムについての成

案を得ることとしたい。

あわせて、研修の認証基準、認定介護福祉土 (仮称)と しての認定の方法、更
新制のあり方、制度運営の仕組み等についても検討を進める。
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今後の介護人材のキャリアパス

(平成23年 1月 今後の介護人材養成の在り方に関する検討会報告書)

【現在のキャリアパス】

図表 1

○多様な生活障害をもつ利用者
に質の高い介護を実践

○介護技術の指導や職種間連

携のキーパーソンとなり、チー

ムケアの質を改善

○利用者の状態像に応じた介護

や他職種との連携等を行うた

めの幅広い領域の知識・技術

を修得し、的確な介護を実践

○在宅・施設で働く上で必要とな

る基本的な知識・技術を修得し、

指示を受けながら、介護業務

を実践

(養成施 ルート)
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介護福祉士

見直し

資格取得後の

キャリアパスに

十分な仕組み

がない !

初任者研修修了者
(ホームヘルパー2級研修相当)

養成体系が複雑 !

15



図表2

1実―務経1醸

合

合

資格 静I―1詩
―
畜畿■|

合合
7-8年以上

フロア主任、

小規模拠点
のリーゲー
等

居宅・居住 (施設)系
|、 サービスいずれも経
験 (望ましい)

ットリーダー、
―ビス提供責
任者等

認定介護福祉士
介護チームのリー
ダーヘの指導者

介護福祉士
チームの一員とし
ての介護実践

介護チームのリー
ダー(まとめ役)

※介護福祉士養成課程を修了した場合
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すぐれた提供者、技術指導者 教育者  サービス管理者 事業所の管理者

導合辱
一

合

合

図表3

・チームマネジメント、サービスマ

ネジメント、サービス評価等に財

要な知識、チームのサービスの展

開や介護実践の指導方法等を学び、

チームリーダー等に対する指導が
行えるようになる。

・チーム運営、医療・ リハビリテー

ションにつしヽての新たな知識を獲

得したうえで、これらの知識を統
合し、さまざまな状態像の利用者
への介護過程を展開できるように
なる。           17

技術志向

介護福祉士

・一．一
・
一
．　
．
一●
一．ｉ

ィォト一一〓一一一ｒ一ｒ一・！一ト 認定介護福祉士

認定介護福祉士とし
ての実践力

第二段階の研修

介護福祉士としての

十分な介護実践力
を完成

第一段階の研修



図表4

第一段階の研修の例 (200-250時間程度)

I.介護福祉士としての介護実践力の確立を図るための養成プロセス (第一段階)
内容

l介護実践における倫理 (倫理的課題と倫理的判断の基準等)
。利用者の全人的理解 (ナラティブ・生活世界、主観的ニードと規範的ニード等)と支援
。介護実践の根拠の明確化
・生活を支援するための介護実践
。自立を支援するための介護実践

・チーム運営における様々な問題とその要因
・チーム運営と職種間連院の矢□識

・介護場面で囲要となる解剖生理、病態生理、症候、疾病に関する基礎的な矢□識

下記の疾悪等について、疾患 。障害の機序、主な圧吠、診断・治療、経過と予後、術螢管埋

等の基礎的な知識を学習する
。脳神経系疾患
①認矢D症 (MCI、 アルツハイマー型認矢□症、脳血管型認矢□症、レビー小体型認矢□症等)

②神経筋疾患 (パーキンソン病、ギランバレー症候群等)
。脳血管障害 (脳梗塞、脳出血、クモ膜下出血、TIA等 )
。精神障害 (不眠症、うつ病、アルコール関連障害、せん妄状態、統合失調症等)
・循環器・呼吸器疾患
①循環器・嘩吸器疾患 (虚血性心疾患・

j厘
性閉塞性肺疾患・誤陳性肺炎)

②代謝性疾患 (メタボリック症候群・高血圧・脂蔓異常症・糖尿病・肥満)
・筋骨格系疾患
①骨関節疾患 (変形性関節症、骨粗慈症、関節リウマチ)
②高齢者に多い骨折等 (太腿骨頸きB骨折。撓骨遠位端骨折、腰椎圧迫骨折等)
。その他の疾患 :白内障、緑内障、老人性難聴

到達目標

・利用者の全人的王望解を基礎に、備埋日g口采題

や倫理的判断の
ノム`準を学ぶとともに、根拠

に基づいた介護の者え方、生活を支援する

ための介護実践、自立を支援するための介

護実践の視点等を確認し、これらと研修全

体の学びとの関係を研修の導入として理解
する
・介護現場でさまざまな問題がなぜ赳きるの
ア〕`について、介護観 。支援目標・実践の根

拠の共有化などのチーム運営・珊種間連携
の課題、チームリーダーの役割等と結び付
けて老察し、それを解決するために財要な
知識や実践力と本研修の学びとの関係を理

解する

・介護場面で断要となる解吾」生I望、病悪生

理、症候、疾病に関する基礎的な内容を理

解する

。高齢者・障害者の代表的な疾悪・障害等に

関する生活支援に防要な基礎BOな医学的知

識を習得する

科 目

認定介護福祉士に跡要な介
護実践の者え方

チーム違富の1里解と職種間
連携

疾悪・ U章署等のある人への

生活支援・連撓 I―A
(解音」生理、病態生理、症

候の基本的な知識)

疾患 。障害等のある人への

生活支援・連撓 I―B
(疾患 。障害等の基本的な
知識)

チーム運童に
関する領域

医療に関する

領域

領域

生活支隣 介

護過程に関す
る領 1或
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内容

事例 |こ昼つき、疾悪 。障害について、下。己の内容を言んだ浸習を行う。症候 。疾病は上記 I―
A、 疾患は上記 I― Bで示した内容とする
。疾患の経過と予後、葉理作用、生活支援の冨意点、観察・記録・情報共有のポイント
・他瑚種との情報共有については、介護硼と各専門職それぞれのアセスメン トヽう計画作成の
視点等の相違の理解 (葉の矢剛 習得 。日常の健康管理を学ぶ際の視点として含める)

・ 号 l不各音ド・ 骨倦・ 子甲維等の名榔 と機能等

・運動系・慰寛器系の解音」生理
・関節運動の表記
・関節の構造と機能、骨格筋の構造と機能、神経細胞の本竜造と中枢神経系
・関節の構造と運動
。運動とエネルギー代謝
。歩行の運動学的お析について

。日常生活動作 (ADL)の 理解と指導
。□腔機能の理解と維持向上
・摂食・嗽下のリハビリテーションの知訓
・障害別の日常生活動作介助・支援
・福祉用具・機器の活用と住環境整備

・福千止用異の種類と便用方法の理解
・利用者の障害の程度による機器の選び方
・車いすの種類と車いすのフィッティング、シーティングの技術等を学習し、身体に適した
車いすの活用方法の理解
・福祉用具の活用による生活の変化、生活圏の拡大、QOLの変イし等の理解
・福祉用具を用いて利用者のどのような機能を補助しているのかの理解

・移動の選択と獲得
・移動に関係する機器 。補装具
・獲得した移動手段の応用及び事例検討
・外出支援 。交通機関を使った移動

到達目標

。暑体各音日・骨格・神経の矢□識を確認する
。中枢神経と末梢神経に関する知識を確認す
る

。高齢者 。障害者の代表的な疾患・障害等に
ついて、症状 (事例)から利用者の状態を
分析し、医療との連焼の町要性について判
断できる
。使用している薬からどのような薬理作用が
あるのかという矢□識を獲得し、某理作用等
を踏まえた生活支援や他職種との連携につ
いて判断することができる

・関節・骨格砺・神経などの不毒造に関する基
礎的な矢□調を習得し、関節可動域 。筋力な
どの測定に関する矢□識、運動学的分析など
が実施できる

・正常にl動く運動を理解し、病的な状態を正
常な動きに戻す方法を想湿できる
。運動学等の矢□識をな用し、日常生活動作の
介護、指準、 トータルな介護プログラムの
立案、他職種との連焼ができる

・利用者目らズ)｀日立した生冶を構築するため
の福祉用具・機器の選定、車いすのシー
ティングができる

・不」用者の妹態から、適切な移動方法を複数
選択できる。
・獲得すべき移動手段に嚇要な能力・機能の
評価ができる
。適切な移動方法獲得のための指導ができる
。穆動の能力の獲得と生活圏の拡大、社会参
加について理解できる

科 目

疾悪・ [章害等のある人への
生活支援・連携Ⅱ

生活支援のための運動学 I
(解剖生理学の基本的矢□識
の確認)

生潜受 ]差のための連到字 Ⅱ

生活支}!愛のためのリハビリ
テーションの知識 。技術

福祉用具のフィッティング
及びシーティングの技術

移劃 (移乗を言む)の目立
支援の実践

領馘

医療に関する
領馘

リハビリテー
ションに関す
る領功
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他の専門職の情報 (治療状況、吾護

の経過、リハビリの経過)、 家族状況などを踏まえた、

ハビリ等の矢□識の確認を宮む)、 プレゼンテーシヨン、
介護計画の作成 (医療・看謹・ リ

計画の評価等
。出来上がつた介護計画の評価 (他職種に評価されることもあ要)
。上記内容や介護計画の作成方法を他職員に指導する等

<事 l,」の演習>
・ BPSDの激しい認矢□症高齢者への支援
。身体の機能l氏下で動きの少ない利用者の支援
・難病などの困難な介護がもとめられる人への支援
・終末期の支援 (QOLと 尊厳ある死の関係等を含む)
・精神障害のある高齢者への支援 (気分I章害、統合失調症等)
。在宅生活の継続・復帰の支援
。高齢者 。障害者と複合的な問題を抱える家族への支援

内容

・精神医学・精神保健、発達心理学

.⊆扇尉程霜雰行竜霞歪窪任窪塞詔離」f夢_シャルサポート、
的役割。ソーシャルサポートを維持するための支援
・社会的な緊がり、人間関係の維持や形成、社会参加の支援

介護が閉要となつても社会

・介謹過程にそつた記録と分析
・ケースレポートの作成
・総合的な介護計画の作成と評価

にそつた記録とその分析・評価ア〕`

できる
。日′マの記録から財要な情報を精査し、事例
報告 (ケースレポート)をまとめることが
できる
。利用者の全人的理解や他専門珊からの情報
を統合し、総合的な介護計画を作成し、多

角的に評価できる

・事例について、各種の矢□識を活用し、利用

者の全人的理解や他専門職からの情報等を

統合し、適切なアセスメントと総合的な介

護計画を作成することができる
。介護福祉士としての介護観・支援の者え

方・倫理観を確立し、他職種と連携するこ

とができる
。介護計画・介謹過程の妥当性について評価

し、指導することができる

到達目標

・心理学・精神医学等の知識を応用し、日常

生活や社会生活に財要なアセスメントが行

え、利用者自らが自立した生活を本着築する

ことを支援することができる
。ソーシャルサポートシステムや社会的役

害」、関係の維持、地慟生活支援・社会参加

等の重要性が理解でき、支援できる

事例を用いた演習 (総合的

な介謹計画の作成と評価)

科目

,い理・社会的支援の矢□識・

技術

総合的な介護計画l乍阪の演

習

領功

lb王望・ ネニ会 Bg

支援の領功

生活支子差・ ア|

護過程に関す
る領 1或
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第二段階の研修 (200-250時間程度)
Ⅱ。認定介護福祉士としての知識を付与し実践力の確立を図るための養成プロセス (第二段階)

内容

。高齢者・障害者の疾悪・障害等 (対懸する頻度は少ないが学習しておくこと
が重要なもの)につしヽて、発生等の機序、症状、治療、看護、薬の知識、生
活支援の蜜意点、観察のポイント、他職種への情報提供や確認のポイント等
について学習する
。先天性障害・乳幼児期からの障害 (ポリオ等)、 認矢□症以外の精神障害、神
経難病、術後管理等について学習する

・組織行動論の王望論と概念及びその活用万法
・集団行動の基本的概念、意志決定、 l憂れたチームのあり方やl国人との関係を
理解し、自分の組織に支」する理論的8者等

。経営倫理、コンフライアンス、ステークホルター、アカウンタビリティー
・ケアに関係する法、法令・運営基準の読み方
。適正な事業所 。職場運営のための法令・運営基準のポイント
・関係法令と運営基準を運守することと職場の管理
・各種関係法令と各種サービスの費用の算定基準 (介護報酬‖)と請求
。法令違反の事l,」 と対応方法
。指導監査、情報公表制度
。苦情処理、第三者評価

・評仙の 2恨」l巨 (~疋性的評l山 (サービスの機能・慧 ll禾づけの日月確lL)と足量的
評価)の理解⇒自珊場の定性的評価
。ドナペディアン・モデルによる介護サービスの評価の者え方⇒自職場での定
霊的評l面の取組
。様々なアウトカム評価の手法 (ケーススタディ、シングルシステムデザイ
ン、ランダムイヒ比較試験等の実験研究)
。「根拠に基づく (evide∩ ce based)」 の者え方とEBPの実践の具体例とプ
ログラム評価 (ロ ッシモデル)の者え方
。既存の「評l面」の意味と意義 (第三者評価、報酬‖の加算・減算など)
・ケアスタンダード (プロセス水準、アウトカム水準)の理解⇒自刷場での設
定と活用
・介護サービスの特 1隆 (サービス財の一般89特性、サービス評価の二面性、禾」
用者の変容性、期待の不明確性、連続性)と特性に沿った提供のあり方の理
解
・サービスの特性に廠じた組 4音|(「賢明な組織」「健全な組織」)、 人材育成
の者え方の理解と、サービスの管理の上での様ノマな具体的方法 (サービス

提供場面における介護過程の展開の実際、業務の組み立て、ケア単位の規
模、チームと責任・権限のあリアj等)の習得
・ リスクマネジメントの概念を理解するとともに、日常に発生しやすい課題の

発見 。解決能力の向上と、初期支」応の重要性を認識し、当事者意識をもって

早期の解決ん法に関する知識・技術の調得

到達目標

高齢者 。障害者の疾悪 。障寄等について、
機序、症状、治療法・薬理作用等を理解
し、生適支援、連携、職員指準に活用でき
る

組織行動論の理論に基づき、自分目暑の省

察を行い、組織の行動等を理解し振り返

り、自らの理解、上司・部下・チーム員の

理解、組織の理解におしヽて、持論

(theory i∩ use)を形成する

禾」用者に適切なサービスを提供するための
根拠となる、福祉・保健 。医療の法規 。制
度、組織運営のルールを理解するととも
に、これを踏まえた指導ができる

・ サービス評 llllの考え万を理解し、目爛場の

サービス評 l面に取り組む実践力を醸成する
。ケアスタンダー ドの者え方を理解し、自職
場に適用する実践力を醸成する

介護サービスの性質とマネジメントの方向
性の基本的な理解
自組織におけるサービスの向上を行うため

具体的な方法の習得
リスクマネジメントの概念の理解と具体的

な解決ん法の習得

科 目

疾悪 。障害等のある人
への生活支援・連携Ⅲ

組織行動論

法令理解と組織運営

サービス評l面とケアス
タンダード

介護サービスのマネジ
メント

領馘

医療に関する

領域

マネジメント
に関する領頭
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利用者の状態の積極的な改善を目指した一連のサービス展開について、根拠と

なる知識 (高齢者の解剖生理等)、 生活支援全体のプランニング、チームケア

の展開における指導の留意点声ょどについて学心ヾ
・歩行・移動の自立
。排泄の自立
・食べることの支援と自立
。身体拘束の廃止など

。他の介護職員への介護技術の指導方法の演習
。事l,」検討の運営に関する矢日識と技術

内容

地域医療・ 認矢□症医療、地域リハビリテーション等の仕組み

・インフォーマルなケアシステムの担しヽ子と機能
・地域ケアシステムにおける介護実践 (情報共有・連携の方法と実践)

到達目標

介護サービスの仕組みと密子妥|こ関係する主也

頭医療、リハビリテーションの仕組みや地

Ыケアシステムにおける介護の位置と連携
の視点を形成する

。人間が歩き、食べ、排泄することの意味を

理解し、歩行、排泄、食べることの支援

(経□摂取の維持と回復を言む)、 拘束し

ない介護が実践できる
。自立するための身体機能、精神機能を評価
し、適した用具の活用、他専門職不重、ソー

シャルサポートとの連携等を言めた総合的
な支援の計画と実践の指導ができる

・ 自立に向けた介護技術の指響ができる
。チームにおいて事lラ」検討が運営できる

科目

地以グアシステムの上里

電旱

応用的生渚支援の展開
と指導

介護実践の指導法

領域

lb理・社会的
支援の領頭

自立に同けに
介護実践の指

導の領頭
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認定介護福祉士 (仮称)の研修認証、能力認定等の仕組み (イメージ)

職能団体

図表5

認定介護福祉士 (仮称)制度について、多様な教育資源を活用することで現任介護福祉士が身

近な地域で受講できる環境を整備するとともに、現場での良質な実践の成果を認定介護福祉士

(仮称)育成の仕組みに反映されるよう、職能団体、事業者団体、教育関係団体等が協働して研

修の認証や認定介護福祉士としての能力評価・認定を行う組織を設けることを検討。

研修実施団体
認証・認定を行う組織

■構成 (全国的な団体で構成 )

O職能団体."日本介護福祉士会
O介護事業者団体
O教育関係団体

■事業

O研修カリキュラムの認証 (基準の
策定、認証等 )

O認定介護福祉士 (仮称)としての
認定・更新等

■事務局
日本介護福祉士会におく

介護福祉士

(研修等を修了)

事業者

団体
基準を満たす
研修を認証

認定介護福
祉士として

認定

ｋ

　

　

ヽ

ゝ

大学日養
成校等

社会福祉
協議会
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モデル研修の科目構成 図表6
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生
活
支
援

・
介
護
課

程
に
関
す
る
領
域

認
定
介
護
福
祉
士
に
必
要

な
介
護
実
践
の
考
え
方

領

域

科

目

平成 24年度モデル研修

モ デ ル 石升 修 第 一一F登陪

中 間 ま と め 第 一 段 階

モ ーデ ル 石升 イ:多
~第
二二F景J硫雪

中 間 ま と め 第 二 段 階

認定介護福祉士制度の普及や

介護報酬等での評価につなが

るためには、受講効果として職

場におけるサービス改善効果

を明らかにすることが不可欠

であるため、「中間まとめ」で

は第二段階研修とされていた

「応用的生活支援の展開と指

導J科目はモデル研修において

は第一段階で実施する。
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モデル研修全体のスケジュァル(イメTジ ) 図表7

平成25年度 8。 9月に
開催予定。
※ここまでが≪第一段階≫

所F高事業所の

サービス改善の

取組み

「モテリレ石汗修」
≪第一段階≫

□□ 第8第 1
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平成24年度集合研修実施状況 図表8

疾患・障害等のある人への生活支援・連携

心理・社会的支援の知識・技術

福祉用具のフィッティング及びシーティンリ
Iの

技術

総合的な介護計画作成の演習

応用的生活支援の展開と指導

事例を用いた演習

科目名

(オリエンテーション)

認定介護福祉士 (仮称)に必要な介護実践の考え方

チーム運営の理解と職種間連携

生活支援のための運動学

生活支援のためのリハビリテーションの知識・技術

移動 (移乗を含む)の自立支援の実践

生活支援日介護過程に関する領域

チーム運営に関する領域

リハビリテーションに関する領域

医療に関する領域

心理・社会的支援の領域

リハビリテーションに関する領域

生活支援口介護過程に関する領域

自立に向けた介護実践の指導の領域

生活支援・介護過程に関する領域

領域

10/14

10/27

10/28

11/17

12/15

12/16

1/5

1/6

2/2

2/3

2/16

2/17

3/16

3/17

10/13

11/16

日程

1回 目

2回 目

3回 目

4回 目

5回 目

6回 目

7回 目

8回 目
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モデル研修各科目の内容 図表9

介護実習教室での演習科目。障害のある状態での

寝返り、起き上がり、立ち上がり、移乗の各動作を、

相ごとに専門用語で説明しながらの体験学習。

受講者の課題ビデオ(移動・移乗動作 )を用いた事

例検討 (評価検討)を行う学習

備 考

特に地域包括システムを支える中核としての役割
が期待されている旨

自立支援型介護の重要性と介護実践の考え方を、

障害者の事例と介護サービス計画のワークを通し

て学習

チーム運営の基礎となる「価値の共有」「共有の仕

組み」の考え方と、職種間連携の基礎となる「利用

者のニーズをつなげること」の意義の理解

講師によるデモをおりまぜながら、起き上がり、立ち

上がり、立位バランス、歩行それぞれの運動メカニ

ズムを学習

疾患名や障害名から、障害の程度をアセスメント

し、ある動作が十分に行えない理由を考察するこ

と。また、それを踏まえて、残された運動機能をい

かに保持日向上させるかを想起すること、を学習

健常者の正常な運動メカニズムを学ぶ

疾病毎の障害像を押え、運動学等の知

識を応用し、日常生活動作の介護目指

導、トータルな介護プログラムの立案、

他職種との連携等を学ぶ

障害のある状態での自立の動きの体験

を通して、適切な指導が出来る様になる

とともに、動作の評価をするための根拠

を持つことを目指す。

内 容

認定介護福祉士 (仮称)に求められる役

割等の共有

認定介護福祉士 (仮称 )の具体像と、そ

れを実現化させるための考え方を学ぶ

チーム運営や職種間連携の基礎を学ぶ

なかで、本モデル研修の意義を理解す

る

移動 (移乗を含む)の自立支

援の実践

科 目

オリエンテーション

認定介護福祉士 (仮称)に必

要な介護実践の考え方

チーム運営の理解と職種間

連携

生活支援のための運動学

生活支援のためのリハビリ

テーションの知識・技術
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備 考

講義で得た知識を、演習で活用できるようになるこ

とを目指し、講義とグループワークをセッHこした構
成とし、知識と実践の統合を目指した学習

人間関係論を導入科目とし、その後、認知症や精

神障害、広汎性発達障害等のある方の自立生活を

支援するための考え方や、事例を踏まえての、認

知症と精神障害の違い等を学習

福祉用具に実際に触れながら、メンテナンスという

言葉を使い、リスクマネジメントの視点も学習
シーティング技術の効果がわかる写真映像のほ
か、各種車いすやクッション等を用いながら、シー

ティング技術の基本を学習

事前課題で取り組んだ可つの事例を用い、複数回
の事例検討をグループで行うことで、総合的な介護

計画の作成方法を学習

認定介護福祉士 (仮称)の役割を前提として、成果
が出るケアの根拠とともに、取組みの事例を挙げ

ながら、成果が出るケアの実施方法日考え方を学習

司会 B書記・TK日発表者の役割を分担しつつ、ファ

シリテーターの視点も学ぶことで、事例検討会を展

開する力を培う学習

内 容

症状から利用者の状態を分析し、介護

専門職の立場から、医療と連携すること

の必要性と、連携する方法の理解を目

指す

体だけでなく,いの面も併せて、人間をバ

ランスよく把握することの大切さと、その

実践方法を学ぶ

特に移動・移乗に関しての福祉用具を

紹介した上で、使用法や利用者像に応

じた活用法と、シーティングの大切さ、き

ちんとした技術や考え方について学ぶ

総合的な介護計画を作成できるように

なることを目指す

自職場でのサービス改善の取組みを見

据え、自立支援の流れ、成果が出るケ

アの根拠、そしてその取組み方を理解

する

事例を用いて、他職種との連携を意識し

た、個別支援計画 (介護計画)に関する

一連の思考過程を理解するとともに、事

例検討会を展開する力を身につけること

を目指す

科 目

疾患日障害等のある人への

生活支援・連携

心理・社会的支援の知識・

技術

福祉用具のフィッティング及

びシーティングの技術

総合的な介護計画作成の演

習

応用的生活支援の展開と指

導

事例を用いた演習
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認定介護福祉士(仮称)の在り方に関する検討会 構成員名簿

【検討会】(平成24年 8月 ～平成25年3月 )

名簿

二

首
本
盲
本

東

橋

安

石

民間事業者の質を高める全国介護事業者協議会研修担当研修室長

社団法人日本介護福祉士会会長

国立長寿医療研究センター内科総合診療部部長

聖隷クリストファー大学大学院社会福祉学研究科教授

新見公立短期大学地域福祉学科教授

杏林大学保健学部看護学科看護養護教育学専攻講師

社団法人日本介護福祉士養成施設協会副会長
一般社団法人日本在宅介護協会業務委員会委員

上智大学総合人間科学部学部長

公益社団法人全国老人保健施設協会副会長

全国社会福祉施設経営者協議会介護保険事業経営委員長

日本社会事業大学専門職大学院准教授

全国身体障害者施設協議会副会長

公益社団法人全国老人福祉施設協議会介護保険委員会委員長

(五十音順、敬称略)

※◎は委員長、Oは副委員長
※各委員の肩書は平成24年 9月 時点

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課

遠藤 英俊

◎太田 貞司

久保田 トミ子
柴山 志穂美

田中 博―

種元 崇子

○栃本 一二郎

平川 博之

オブザーパー

Ｒ
ＩＤ
良

一
司

平

研

賢

宗

和

江

井

下

田

度

藤

員

桝
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【作業部会】 (平成24年8月 ～平成25年3月 )

O上野
内田

O香山
O川手
小平

O柴山
O杉本
O筒 井
津野

秀樹
千恵子

明美

信行
めぐみ

志穂美

浩司

澄栄

陽子

勝幸

社会福祉法人ロザリオの聖母会海上寮療養所副院長

社団法人日本介護福祉士会副会長
社団法人日本作業療法士協会常務理事

昭和大学保健医療学部リハビリテーション医学准教授

国際医療福祉大学大学院医療福祉経営専攻助教

杏林大学保健学部看護学科看護養護教育学専攻講師

社会福祉法人武尊会事業調査部長/西が丘園在宅部長
国立リハビリテーションセンター研究所障害福祉研究部心理実験研究室長

東邦大学看護学部助教

医療法人社団東北福祉会介護老人保健施設せんだんの丘施設長

植草学園短期大学福祉学科地域介護福祉専攻講師

聖徳大学短期大学部保育科講師

目白大学人間学部人間福祉学科助教
日本社会事業大学専門職大学院准教授

東洋大学ライフデザイン学部教授
日本福祉大学健康科学部リハビリテーション学科助教

※◎は作業部会座長、Oは領域幹事
※各委員の肩書は平成24年 9月 時点

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課

井

西

良

瀬

井

名

谷

土

中

奈

廣

藤

本

水

◎

Ｏ

正人

環

靖
なおみ

圭子

賢―郎

オブザーパー
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平成24年度老人保健事業推進費等補助金事業 (老人保健健康増進等事業分 )

質の高い介護サービスの提供力、医療連携能力等を持つ介護福祉士 (認定介護福祉士)の養成日技能認定等に関する調査研究事業

認定介護福祉士 (仮称)制度の方向性について

平成24年度研究の中間まとめ

平成25年 3月 発行

社団法人日本介護福祉士会

電話番号 :03-3507-0784

〒105-0001東京都港区虎ノ門生-22-13西勘虎の問ビル3階
FAX番号 :03-3507-8810     URL:http:〃 www.jaccw.ottjp/



介護事業者懇談会
参考資料2

平成25年 10月 8日

介護事業者懇談会参加者各位

訪問介護の人材確保のために

日本ホームヘルパー協会

会長  因 利恵

介護事業者懇談会にお招き頂きありがとうございます。

訪問介護の人材確保について、日頃より考えております課題について、お話しさせてい

ただきます。

1、 訪問介護の利用者は、今までの生活を継続したいとの思いから、在宅生活を選んで
い

ます。利用者の生活と命を支える訪問介護のサービスは、訪問介護員の自宅での生活

経験が殆ど役に立たず、幅広い生活支援の知識・技術が必要となります。

馴染んだ生活の継続を支援する、多種多様な高い専門性を求められています。

2、 利用者宅で訪問介護員が一人で、訪問介護計画に基づいて仕事をしていますが、様
々

な場面で判断を求められることが多く、仕事の難しさのために辞めていく訪問介護員

も多く見受けられます。

3、 その訪問介護員を支えるサービス提供責任者が、激務でやめていく現状があり、訪問

介護員を支援したり指導が充分できていません。突然辞めて行くサービス提供責任者

も多く、後任のサービス提供責任者は、業務の内容も知らされず、手探りで業務を行

い、疲れ果てて辞めて行く現状があります。

サービス提供責任者は訪問介護事業の要です。サービス提供責任者の質と継続性が訪

問介護の質と連動しています。

就任前研修を国の責任で行ってほしいと思います。

4、 訪問介護は大変な人材不足に陥つています。管理者や経営者は人材確保ができず心身

症のようになっている人も出てきました。

訪問介護の労働条件や報酬を見直し、研修などにも参加できるしつかりした体制を整

えていただき、訪問介護に人材が定着するように施策を進めてください。

5、 訪問介護の労働力は、パー トや登録型で 7～ 8割が占められています。空いた時間だ

け仕事をする家庭優先の不安定な労働力を、常勤ホーム
ヘルパーやサービス提供責任

者が補完しています。常勤訪問介護員やサービス提供責任者に負担がかかり、離職し

ていく現状があります。少なくとも4割を常勤化できる介護報酬の設定をお願いいた

します。

6、 国は在宅重視と常々言われていますが、介護福祉士教育においても、施設実習に重き

がおかれ、訪問介護への実習がおざなりになっています。若い人材を訪問介護に呼び

込むためには、教育の中に訪問介護を入れていただきたいと思います。

7、 先日の社会保障審議会で話題になりました介護ロボットですが、利用者の選択性にし

導入を急いで欲しいと願つています。少子高齢社会です。稼動人口は間違
いなく減少

します。ロボットでできるところは、在宅でも利用者の選択のもと利用できるように

お願いいたします。



平成25年 10月 8日 介護事業者懇談会

NCCU資米斗

1.日本介護クラフトユニオン(NCCU)

1)介護業界唯―の横断的労働組合

2)全国組織 約68,000人 (平成25年 9月現在)

3)労働条件口職場環境の改善、政策立案 等

①協議、交渉

②調査、労働相談

③要請活動

④研修会、共済活動

⑤機関誌の発行

⑥その他

2.2013春季労働条件交渉結果

介護事業者懇談会

平成25年 10月 8日
参考資料3

① NCCU分会数
② 統一交渉参加分会数
③ 統一交渉不参加分会数
④ 解決分会数
⑤ 未解決分会数

* 上

分 上

||

2013年 9月 26日 集計

(賃上げなし分会数 旦/31分会)
(会社都合により交渉不可分会数 1/6分会)

38分会
37分会
1分会
31/37分会
6/37′刀注安

*

上

加重平均
組合員数

(人 )

平均年齢
(歳 )
動続年数

(年 )
算定基礎賃金 賃金引き上げ 最低保障賃金

月給制 17,791 40.3 4.2 ¥219,526 ¥645 ¥153,752
時給制 41.423 49.2 38 ¥1,218 ¥1.7 ¥756

加重平均
組合員数

(人 )

平均年齢
(歳 )

勤続年数
(年 )
算定基礎賃金 賃金引き上げ 最低保障賃金

月給制 5,426 38.8 3.9 ¥226,177 ¥2.116 ¥151,419
時給制 5,710 49.0 4.1 ¥1.085 ¥13.0 ¥773

2010年 2011 2012年 2013笠
1レ石/37分会 13/29分会 8/31′ノ



3)復職アプローチ
ロトラブルなどで辞めた人以外には声をかけている。

・ 本人の望む職種でのキヤリアアップの仕組みの整備。

4)会社(法人)や国、行政、組合に取り組んてほしいこと

①国日行政

・ 介護職を守るという体制を国が第一に考えてくれれば、事業所もその考え方に沿つていき、

職場が変わると思う。

・ 介護に対して悪いイメージばかり伝えられていることを変え、楽しい環境を伝える。

②会社 (法人)

日事業所がヘルパーを確保できない原因を組織として考えるべき。

・ 新入研修できちんと知識を身に付けるようにすべき。

5)その他

①人材採用の現状

日介護の仕事、技術はもちろん、一般常識を知らない人が多く、指摘すると嫌な顔をしたり、

自己主張が強くて大変。

・ 人を選べない。人員基準があるから採用してしまう。誰でも入れる業界だと思われている。

②どうして働き続けることができるのか

日資格を取つて活かせているから。

口人には伝えられないおもしろさがあるから。

以 上

3



介護事業者懇談会

平成 25年 10月 8日
参考資料4

介護人材確保・定着に向けた取り組みについて

平成 25年 10月 8日 (火 )
公益社団法人全国老人福祉施設協議会

高齢国家となった我が国において、介護サービスを質量ともに確保し、絶やすこと

なく提供しつづける仕組みづくりは、不可避の命題である。

しかしながら、2025年には 3人に 1人が 65歳以上となると言われるなかで、労働
力人口の減少は深刻化しており、とりわけ介護分野においては、増大を続ける介護ニ

ーズに姑し、2025年までに介護従事者の 100万人増 (249万人)が必要になると言わ
れている。

こうした状況を受けて、全国老人福祉施設協議会では、以下のような取り組みをもつ

て、普遍の我が国介護確立に寄与する介護人材の確保・定着に努めているところであ

る。

(1)働きやすい職環境の整備

① 介護人材対策委員会の設置

介護需要がますます増加し、多様化するニーズに対応し、科学的介護を実践

していくために、量だけに留まらず、質の高い介護人材を確保介護人材の確保・

定着に向け、働きやすい環境づくり。能力開発等の視点から、定着支援に向けた

様々な取り組みを実施するべく委員会を設置。

② 介護人材マネジメント研修会の開催

介護人材不足の問題への対応について課題を分析し、優れた人材により育ま

れる豊かな介護・福祉の拡がりを目指すべく、介護施設の根幹となる人材マネジメ

ントのノウハウ提供によつて“介護人材確保・育成のスタンダード"を確立すること

を目的に開催。

③ トランスファー研修等の実施 (NPO日 本介護支援協会と連捧乃)

介護職の身体的負担を軽減するために、分護者の身体にかかる負荷を数値化、

分析。空間や建物・設備や用具を活用した「負担の少ない介護」の普及を目的に

セミナーを開催。

④ 介護作文・フォトコンテストの実施

日常の介護において得られる“感動"や“きらめき"を、作文やフォトを通して、広

く社会にアピールすることによつて、福社・介護現場のイメージ改善を図ることを目

的として実施。



⑤ その他、広報・啓発活動の実施

機関誌等・ホームページ等による情報提供ならびに各種別研修の開催によるス

キルやノウハウの提供等を通して、介護従事者の意欲と技術の向上と現状認識の

促進、相互の情報共有やネットワークの構築を図る。

(2)介護従事者の処遇改善

① 介護職員の正当な評価を裏付ける「科学的介護」の取り組み推進

知識と理論 (根拠)がある介護を提供することで、介護の専門スキル化を図るこ

とで、ケアに対する正当な対価としての賃金体系の構築を進める。

② 「介護従事者の人材確保と処遇改善のための財源確保についての要望書」提出

保健・医療・介護・福祉を支える担い手の確保と養成は喫緊の課題として、社会

保障分野における雇用促進、質の良いサービス耗供によつて、社会保障分野が

成長産業として発展できるよう、下記 4団体の連名で政府・与党、財務省、厚生労

働省等に対し、処遇改善並びに教育
。研修体制への財源確保を要望。(H25,8～

公益社団法人全国老人福祉施設協議会

公益社団法人全国老人保健施設協会

公益社団法人 日本認知症グループホーム協会

一般社団法人 日本慢性期医療協会

(3)各種相談窓日の設置

① 求人情報サイト「JS‐ JOB」 の運営

全国老施協会員ネットワークを生かしたく求人情報サイト〉を運営し、会員施設
・

事業所の求人情報を掲載することによつて、求職者
への情報晃供、介護現場の

求人活動を支援。

② 本目談窓日「JS‐WEBl10番 (いちいちまる)」 の運営
会員施設・事業所向けに、相談窓日「全国老施協WEBHO番」を設置し、施設

。

事業所が抱える悩みや質問に回答し、事業運営をサポートする。一般公開が可

能な範囲において、FAQをホームページに掲載する。平成 25年度は、
」S‐WEBl10の利用拡大に向けた取り組みを検討・推進。

(4)外国人材の受入れ推進

① EPA(経済連携協定)による受入れの推進

労働力人口が減少する我が国において、日本のみならず外国からの介護人材

の受入れは急務である。モチベーションの高い有能な人材の確保とグロー
バル化

こそが、近未来のアジアの高齢化を支えること1こもつながるため、EPAにおける介

９

＞

＞

＞

＞
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護人材との「共同介護」の実現を推進する。

>「外国人介護従事者受入れ機関連絡会」の設置。

② 国際委員会の設置

高度化する介護に姑応できる優秀かつモチベーションの高い外国人介護人材

との協同介護の実現と介護先進国として日本の介護ノウハウ、介護機器等の介護

用品を輸出することで、アジア共通の介護づくり1こ向けた取り組みを進めるべく、

委員会を設置。

③ アジア共同介護づくり

韓国。中国の老人施設団体との連携を図り、3国間での国際交流セミナーを開
催。

> 日中韓高齢者問題シンポジウム(平成 24年 7月 16日 ～17日 :中国吉林省
長春市)※平成 25年度は開催見送り

④ 外国人介護福祉士候補者向け通年受験対策講座

母国語を日本語としない外国人介護福祉士候補者に対し、試験封策を効率的

にすることで、1人でも多くの合格者を生み出すことを目的に開催。(平成 24年度

本講座受講者の合格率 65.2%)

(5)各種検討会等への委員派遣・連携等

① 厚生労働省

> 国際医療。福祉専門家受入れ支援協議会
> 福祉人材確保重′く実施期間推進協議会
> 介護労働安定センターの組織及び運営に係る検討会

② 内閣府

> 実践的キャリア・アップ制度 介護WG
> 実践的キャリア・アンプ制度 介護WG小委員会

他

社会福祉法人福利厚生センター理事。評議員

社団法人 日本介護福祉士会理事

認定介護福祉士 (仮称)のあり方に関する検討会委員 (社団法人 日本介護福

祉士会 )

ベトナム人看護師。介護福祉士マネジメント手引き検討会 (社団法人国際厚

生事業団 )

「介護プロフェッショナルキャリア段位制度実施事業」に係る運営委員会 (一

般社団法人シルバーサービス振興会 )

のそ

＞

＞

＞

③

＞

　

　

＞

3



>「介護プロフェッショナルキャリア段位制度実施事業」に係るレベル認定委員

会 (同 )

> 介護労働実態調査諮問委員会 (財団法人介護労働安定センター)
> 介護職員の賃金。雇用管理の実態調査と改善方策に関する調査研究事業

(同 )

> 福祉用具。介護ロボット実用化支援事業検討委員会 (公益財団法人テクノエ

イド協会 )

> 平成 24年度包括的職業能力評価制度整備委員会及び基準策定普及委員

会 (メンテナンス)〔在宅介護業及び施設介護業〕(中央職業能力開発協会)

(6)その他

① 介護に関る人的支援

厚生労働省発「福島県相双地区等への介護職員等の応援について (協力依

頼)」 に基づき、福島県相双地区等の高齢者施設に対し、県外からの介護職員等

の応援について、協力して取り組んだ。

② 介護人材の確保と処遇改善に関する調査研究事業への助成 (公募研究助成事

業 )

「公募研究助成事業」において、表題のテーマに即するものとして、下記の事

業に対して助成を決定した。

> 中途入職した介護人材の定着。育成 。選抜に着 目した雇用管理、賃金体系

構築手法等に関する研究 (日本福祉大学福祉経営学部教授 関口和雄氏)

(7)供給体改革による介護産業の基盤拡大・強化推進

1法人 1施設型を中心とした従来の社会福祉法人では、経営の 2極化 (赤字

28.3%、 黒字 31%)や土地本位的かつ家内事業的な運営が見られ、豊かに他産

業からの人材移動を受け入れる土壌に成り得ない零細体質であることが少なくな

い 。

幅広い経営選択肢の獲得を目指して、社会福祉法人の「合併・統合、連携」に

よる経営基盤の強化・拡大は必要であり、各種委員会等において検討を進めてい

る。

4



参考資料5
介護事業者懇談会

平成 25年 10月 8日

介護人材確保に関する取組状況と課題について

―股社団法人 全国特定施設事業者協議会

介護人材確保の推進に関する調査研究事業
介護事業者懇談会 (平成25年 10月 8日 )

1



―股社回法人 全国特定施設事業者協議会の概要

■沿革

任意団体設立 :平成13年 6月 29日

一般社団法人化 :平成23年4月 1日

■会員数日会員施設数

正会員(特定施設事業者)

賛助会員 38法人
※養護老人ホームは含まず

「特定施設事業者連絡協議会」設立

「一般社団法人」に改編

法人組織率

2013年 6月 30日現在

498法人

44.90/0

23日 90/0

51日 00/0

12.30/0

19.60/0

498

1,690

61

31

1,782

うち特定協加盟

3,966

2,085

3,314

494

158

有老ホーム

ケアハウス

サ付き住宅

合 計

全体

法人(事業者)

施設
(事業所)

1,782施設

2013.8.23.一 般社団法人全国特定施設事業者協議会

施設組織率

2



1

介護人材確保に関する特定協のこれまでの取組状況

一般社団法人全国特定施設事業者協議会 (特定協)の取組み
「平成21年度厚生労働省介護雇用管理改善推進委託事業」受託 ★特定施設入居者生活介護の

離職率
(離職率=1年間の離職者数■

1年前の在籍者数)
財団法人介護労働安定センター
介護労働実態調査

平成19年 9月末 40.31%

平成20年9月末 32.51%

平成21年9月末 29。 11乃

「特定施設入居者生活介護事業における
介護従事者定着率向上事業」の実施

③「メンタルケア事業」

「雇用管理モデルBキャリアアップモデル」の策定

■検討体制
委託先 :株式会社野村総合研究所
特定協事務局3名

■検討方法
特定協事務局会社7社の資料提供ロヒアリング、各種統計調査等に
基づき、実態に即した等級、評価、給与制度を検討。

「雇用管理モデル・キャリアアップモデル説明会」

平成22年 1月 25日 (月 )東京会場 参加者 57法人77名
2月 4日 (木)大阪会場 参加者 45法人63名

平
成
２‐
（０９
）
年
度

一般社回法人全国特定施設事業者協議会 3



介護人材確保に関する特定協のこれまでの取組状況

★特定施設入居者生活介護の

離職率
平成22年特定施設経営概況 B処

遇状況等調査 (特定協)

平成22年6月末 26.4t乃

財団法人介護労働安定センター

介護労働実態調査

平成22年 9月末 25.10/0

平成23年9月末 24口 90/0

0「雇用管理・キャリアアップモデル詳細説明会」の開催
―平成21年度に作成した「雇用管理Dキャリアアップモデル」を
少人数で、疑問点を解決する形で説明

平成22年 6月 21日 (月 )愛知会場 参加者 31人
7月 5日 (月 )福岡会場 参加者 42人
7月 26日 (月 )東京会場 参加者 38人
8月 6日 (金)大阪会場 参加者 38人

平
成
２２
（‐０
）
年
度

平
成
２３
（‐１
）
年
度

「小規模事業者向けに具体的な事例の紹介を期待する」
という会員事業者からの声

0「キヤリアパス事例研究会」の開催

(1)「小規模事業者における職員の役割と能力に基づく賃金制度の
導入と、導入に伴う不利益変更に対する具体的取り組み」

(2)「中規模事業者におけるキャリアパスヘのアプローチ」

(3)「介護現場にあった目標管理制度□評価制度を通じて、職員の成
長とやる気アップヘの取り組み、一例としての『季節別目標設定』」

平成23年7月 15日 (金)福岡会場 参加者 31名
1¬ 月8日 (火)東京会場 参加者 39名
12月 2日 (金)大阪会場 参加者 31名

0「特定施設の経営者B管理者のための労働基準法入門」冊子の
作成日配布 (10月 ～)

一般社団法人全国特定施設事業者協議会 4



介護人材確保に関する特定脇のこれまでの取組状況

★特定施設入居者生活介護の
離職率

財団法人介護労働安定センター
介護労働実態調査

平成24年 9月 末 25.20/0

事例発表の様子

0「第2回キャリアパス事例研究会」の開催

(1)「介護人材キャリア段位制度」についての詳細説明(内閣府)
(2)事例発表 I「身の丈に合ったキャリアパスの策定」
(3)事例発表Ⅱ「人財育成による定着率向上への取り組み」
(4)「ナース獲得のツボ」(人材紹介会社 )

平成24年 11月 6日 (火 )東京会場 39法人53名
12月 12日 (水 )大阪会場 34法人48名

●人材紹介会社キャリアコンサルタント向け特定施設の看護業務PR

平
成
２４
（‐２
）
年
度

平
成
２５
（‐３
）
年
度

計
画

0人事関係者による情報交換会
小規模事業者を含めて好事例などを共有することにより、採用、定着、育成
等に関する会員事業者の取組みを支援する(11月 13日 東京会場、12月 6日大
阪会場)

0特定施設従事者向けの各種研修の実施と体系化
特定施設事業者のサービスレベルの向上とともに、従事者の育成B定着に
つなげるため、特定協による研修を体系化し、目的別に明確化、且つ効率的
な研修体制を整える。
なお、特定施設専門研修は、平成25年度より日本福祉大学と提携実施。

●「キヤリア段位制度」の導入に関する情報提供

一般社団法人全国特定施設事業者協議会 5



今後の介護人材確保のあり方に関する意見

2.今後の介護人材確保の課題と対応

中

中

中

国において、介護人材確保に関する
マクロの指標を注視するとともに、
現在の労働市場以外からの人材確保も
検討していただきたい。

国・業界あげて、介護という仕事が
「暮らしを支える」クリエイティブな仕事
であることを広く啓発していきたい。

特定施設(有料老人ホーム・ケアハウス等)
においても、EPAによるフィリピン、インドネ
シア、ベトナムの介護士の受入れができるよ
う、制度改正をお願いしたい。

今後、十数年で100万人の
介護人材が必要だが、現在
でも採用は相当厳しい状況

マ
ク
ロ
の
対
応

急速な高齢化に対応する介
護従事者の確保のためには
国・業界をあげて広報が必要

EPAによる介護士の受入れ
は、特養、老健等に限定され
ている

一般社団法人全国特定施設事業者協議会 6



今後の介護人材確保のあり方に関する意見

2.今後の介護人材確保の課題と対応

特定協として引き続き好事例の事例研究、
し 行つ

てまいりたい。

円滑な施行日研修拡大への支援をお願いす
る。

さらに実施状況を踏まえて、研修の負担軽
減をお願いする。

吟
当局には、安定的な制度構築・運用や、制

た新規参入制限にならないような配慮をお
願いしたい。

中
働き続けたい環境を提供するため、育児中

30
「常勤」扱いを可能とするよう制度改正をお
願いする。

中

　

中

小規模事業者にとってキャリ
アパスの構築は困難

介護職員によるたんの吸引
等の研修の負担が大きい

(働きながら受講することが
難しい)キ

ャ
リ
ア
パ
ス

資格制度の急激な変更への
対応に苦慮 (初任者研修、
介護福祉士養成課程の変更
、サ責の要件見直しなど)

介護保険制度では、常勤=
週32時間以上

一般社団法人全国特定施設事業者協議会 7



今後の介護人材確保のあり方に関する意見

2.今後の介護人材確保の課題と対応

中軍度講島喜著斎多R磐
登録型派遣の活用の容認をお願いしたい。

中 督琶導難恙デ
特定施設における看護業務の

行政においても、介護分野で働く看護職員
の養成、潜在的看護職員の掘り起こしなど
を進めていただきたい。

売上げ拡大、事業拡大がな
ければ処遇改善は困難

処
遇
改
善
都市部において引き続き介
護従事者確保が厳しい状況

都市部においては人員不足

を補う派遣職員の活用が進
んている状況

そ
の
他 医療依存度の高い利用者が

増加しているが、看護職員の
確保が非常に困難

一般社団法人全国特定施設事業者協議会 8



介護事業者懇談会

平成 25年 10月 8日
参考資料6

2013.10.8

「福祉のある優 しい “我がまち"づ くり」に向けて

「日本中のどこでも安心して暮らせる地域社会の構築」は国が国民に対して保障すべき義務で

あり、国民にとっての権利でもあることを国の福祉政策の基本的方針として据えるべきです。

現在、地域の生活支援の実施状況は自治体や地域によって大きな格差が生じています。地域生活

を支えるためには、全国統一的な制度で運営されている「介護保険サービスや障害者自立支援事

業」と全国統一的ではない地域独自の「枠外サービス」とが両輪として機能することが必要です。

その上で、公的サービスによって全て費用負担し運営することは、財政的に困難であるばかり

でなく市民の自立も阻害する。安心して暮らせる地域社会の構築のためには、「医療 =介護・障が

い者福祉・保育」などの全国統一的な公的サービスを軸としつつも、地域における住民主体によ

る自主的な活動に地域独自の「枠外サービス」を委ね、公が支援することで公 日民が協働して地

域福祉を支える体制づくりが急務であるといえます。

市民協では、助け合いによるホームヘルプや移動、配食やコミュニティカフェなどのインフォ

ーマルサービスと介護保険などのフォーマルサービスとが連携することで地域包括ケアを推進す

る「自宅で死ねるまちづくり」「優しい地域福祉」の実現に向けて活動しています。これを実現す

るために、以下に提言します。

市民が日常生活を送る生活圏において、地域福祉の提供者としての参加することができ

る場であり,また必要に応じて利用者として支援を受けることもできる「循環型」によ

る地域支援の仕組みをつくる。

「循環型」の地域支援の場として, NPO等による地域生活支援 (介護保険の地域支援

事業の活用を想定した高齢者層の参加と支援を核としながらも:障害者 B子育て世帯等
への参加や支援も可能とする総合的取り組みとして位置づける)の立ち上げ支援と育成。

生活圏のニーズに応じて、上記のようなインフォーマルな「循環型」地域生活支援と、

介護保険事業 H障害者自立支援事業等のフォーマルサービスとの連携を図り,地域包括

ケアを実現するための循環型地域生活支援コーディネー ト機関となるであろう「地域福

祉民間センター (地域支えあいセンターなど)」 の整備およびコーディネータの養成が必

要となる。

上記のサービス提供を維持するためには、提供者の「支えあい」「助けあい」の精神を前

提にしつつも、当事者の負担とともに、コーディネイターの配置、場所の確保が必要で

あり、したがって、地域支援事業費、一般財源からの投入も具体化されるべきである。

●

●

●

●

以上の政策展開のための概念図を掲げる。
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地域福祉とは、医療、介護 (高齢者、障がい児
H者
)、 保育など国制度にとどまらず、子どもから

高齢者まで誰もが住み慣れた地域で心豊かに安心して暮ら
せるしくみをつくることであり、その

ためには、さまざまな生活課題を、自助
日互助 H共助 B公助の連携によつて解決していくことが

必要である。しかし、現在は、家族構造や生活モデルの変化、景気
の低迷などによつて、いずれ

も機能低下したり地域による格差が生じたりしている。

分野

書を禦均羅談雪:蕊側釉縫隻E告とや學
劇「澪rュ Jザービスとしいう、

市民協とは、全国で市民が主体的に担う在宅福祉サービ
ス活動団体のうち約 1300団体 (内直正会

員 490団体)で構成する中間支援団体です。

O市民協の理念
私たちの活動の基本は、人が人生の最後まで、あるいは、

どのような状況になろうとも人間ら

しい生活ができる社会を作り上げる先頭に立つことです。 このために、介護保険制度などの福

祉制度だけではなく、助けあい活動 (ボランテイア、イ
ンフオーマルサービス)を作り上げな

ければなりません。市民協は、この活動を推進し、
「優しい福祉のある地域社会」をつくつてい

きます。

O認定特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会

代表理事

兼間 道子 (日本ケアシステム協会会長)

高畑 敬― (NPO法人 ニツポン
ロアクテイブライフロクラブ会長)

島津 薩子 (NPO法人心、らつとステーシヨン
ロドリーム 副理事長)

〒105-0011

東京都港区之公園 2-6-3日本女子会館 4階

TEL:03-6809-1091 FAX:03-6809-1093

※ 詳 細 は HPを ご参 照 下 さ い 。 http://WWW,SeniOrneti ne.jp/abOut/
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市民協が者える地域支援の在り方

インフォーマル (自動・互助 。其助)

地域における独自事業(中学校区内)

$
地域支援事業自治体

$

〇
ω

買い物
配食サービス

生渚支援 ゴミ捨て事準備

＼
庭木剪定
etc

介護保【父 (公助・共助) 自治体・地域包括支援センター

唇宅サービス=訪問介護、訪問入浴、訪問看護等 13のサービス

地域密着型サービス=定期巡回・随時対応型訪問介護看護等 8のサービス

居宅介護支援=ケアマネージャー

介護保険施設=特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、療養型医療施設

介護予防=予防訪問介護、予防訪問入浴、予防訪問看護等 12のサービス

地域密着型介護予防サービス=介護予防認知症対応型通所介護等 3のサービス

介護予防支援=介護予防サービス等に効果のある保健医療サービス

Ｏ
ο

１

２

３

４

５

６

７

宅老所

問

医療

コミニュテイカフェ

協 議 会

権利擁護
地馘支え合いセンタ

掃除・洗濯 コーディネーター

介護者支援

交流サロン

移動サービス

外出支援
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2010年2月スタート
>東京・大阪で開催し、次 26年2月開催で通算 10 □ 目

レ修了者には認定証を授与 認定者は全国8 篭超
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日本慢性期医療協
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いまなぜ「医療介護福祉主」なのか ?

レ療壷病床や施設では、患者の重度化が進んでいる

>医療依存度の高い患者に対応できる医療知識を

有する介護福祉土の必要性が高まつてしヽる

介護福祉土はチーム医療の一員として

大いに期待されている !

3



医療介護福祉士認定講座がめざすもの

>医療矢□識を身に付けた「医療介護福祉土」を養成することに
よつて、介護に潜むリスクを未然に 避□

>ま すます重度イヒする入院悪者に対応できる、的確戸ょ
チーム医療の確立

>慢性期医療の担しヽ手として、良質な慢性期医療を提供 !

4



カリキュラム

排泄ケア

ケアプランと看護。介護計画

医療事故対策 (グループワーク)

胃ろう等の管理

高齢者の身体特性と

介護職員のための救急処置の実際

急変時対応

感染症の介護と管理

薬と検査

□腔ケア

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

接遇と医学用語の学び方
(グループワーク)

栄養サポートチームアプローチ

リハビリテーション介護

スキンケア

褥嬉のラ防と治療

終末期医療と介護

脳血管疾患管理

慢性期医療 。介護概論

認矢日症介護

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆
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実 習
◆救命 。救急

◆排泄

◆入浴

◆感染症

◆食事 。□腔ケア

◆身体拘束

◆医療安全

◆吸引

◆リハビリテーション

9グループ。□―テーション形式



開催経過ならびに認定者数
認定者数 :826名 (平成25年 10月現在)

67

7

」18

90

99

88

87

90

97

認定者数

90

メディス関西本部研修センター

請義会場 :東京研修センター

実習会場 :介護者人保健施設イマジン

メディスF美]西本部研修センター

請義会場 :東京研修センター

実習会場 :介護老人保健施設イマジン

請義会場 :東京研修センター

実習会場 :介護老人保健施設イマジン

会場

講義会場 :東医健保会館
実召会場 :介護老人保健施設イマジン

メディス関西本部研修センター

講義会場 :東医健保会館
実習会場 :介護者人保健施設イマジン

メディス関西本部研修センター

講義会場 :東京研修センター

実習会場 :介護老人保健施設イマジン

平成24年2月 15～20日

平成25年2月 20～25日

平成26年2月 19～24日 (予定)

開催日時

平成22年2月 10～¬5日

平成22年4月 21～26日

平成22年6月 2～7日

平成22年 11月 3～8日

平成23年2月 16～21日

平成23年 10月 19～24日

平成24年2月 15～20日

東京

大阪

東京

大阪

東京

東京

F汗日催地

東京

大阪

東京

大阪

第5 □

第6 □

第7 □

第8 □

第9回

□第10

No

□第 1

第2回

第3 □

第4 □



2.介護職員等による
たんの吸引等の実施のための研修

2013年 7月スタート

>慢性期医療の質の向上を目指す日本慢性期医療協
会として、他の医療・介護団体に先駆けて実施

>医療 体としての特性を活かした、たんの吸引等を

より適切に実施できる介護職員等の養成研修

8

寸



慢協 たんの吸ヨI研修がめざすもの

>介護職員等によるたんの吸引等は、とくに特養において喀痰
吸引を隊要とする利用者が夕夕く入所しているという状況などか

ら、やむを得ない行為として一定の要件の下に認められていた。

>この運用が平成23年の社会福祉土法及び介護福祉土法の一部
改正によって法制面に位置付けられたため、平成27年 4月度
以降の介護福祉土国家試験合格者は、資格の取得によりたんの

吸引等を実施できるようになるが、それ以前の合格者には、た

んの吸引資格がなしヽ

>医療団体としての特性を活かし、たんの吸引等をより適切に
実施できる介護職員等の養成を目指す !

9



カリキュラム

人 F日日と社会

保健医療制度とチーム医療

清潔保持と感染ラ [方

安全な療養生渚

健康状態の把握

高齢者及びI章害児・者の「たんの吸引」概論 I

高齢者及び障害児・者の「たんの吸引」概論Ⅱ

高齢者及び障害児・者の「たんの吸弓|」 実施手順解説 I

高齢者及び障害児 。者の「たんの吸ヨ|」 実施手順解説 H

高齢者及び障害児 。者の「経管栄養」概論 I

高齢者及び障害児 。者の「経管栄養」概論Ⅱ

高齢者及び障害児 。者の「経管栄養」実施手順解説

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆
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演 習
◆□腔吸引

◆胃ろう栄養

◆鼻腔吸引

◆経鼻栄養

◆気管カニューレ

◆AED

20グループ。□―テーション形式



日慢協のたんの吸ヨI等研1多の特色 1

レ病院団体が主催する全国初のたんの吸引等研修

「慢性期医療認定講座」や「医療介護福祉土認定講座」などの研修を開催してきた

実績に基づき、慢性期医療を熟矢日したレベルの高い請師陣を擁しています。

レたんの吸引等の行為の習熟をとおして慢性期医療のレベルアップを目指す

病院団体主催の研修の特色として、当協会でlよ、たんの吸ヨ1等の行為の習熟をとお
して慢性期医療の矢日識と技術のレベルアップを目指し、者護師等との連携を深めてい

きます。

レ医療機関に勤務する介護職員等も受講可能

本研修を修了した介護職員等が新たに身に付けた技術を生かして活躍できる場は、

特壷や老健などの介護関係施設や障害者支援施設ですが、当協会では、将来的には医

療機関にもその活躍の場が広がっていくことを期待しています。

12



日慢協のたんの吸ヨ1等研1多の特色2

>基本研修と実地研修指導者研修をセットで開催

実地研修は、一定の研修を修了した指導者の下で実施されなければなりません。
当協会では会員施設を対象として実地研修指導者研修を開催し、受講者が勤務す
る施設での実地研修をサポートしています。

レ全国を対象に定員は 100篭
各都道府県における研修は都道府県ごとに比較的小規模で開催されております
が、当協会では定員を100筈としております。全国から受講生が参加し、参加
者にとっても慢性期医療に携わる仲間と出会うことができる機会となつています。

13



たんの吸引を実施できる施設

>本研修を修了した介護職員等が都道府県の従事者認定の登録を受け、

たんの吸弓1等を行うことができるの lよ、登録事業者の指定を受けた

下記の施設等です

>介護関係施設 :介護老人福祉施設、介護老人保健施設、グループ
ホーム、有料老人ホーム、通所介護、短期入所生活介護等

>障害者支援施設等 :通所施設及びケアホーム、障害児 (者)施設等
>在宅 :訪間介護、重度訪間介護 (移動中や外出先を含む)等
>特別支援学校

※医療療養病床や介護療養型医療施設も含めて、医療機関では現在

介護職員等がたんの吸引等の行為を実務として行うことはできません

14



開催経過ならびに1多了者数
(平成25年 10月現在)

レ舅Bl 東京会場
開催日時 :

会  場 :

開催日時 :

募集定員 :

会  場 :

〈講義〉平成25年 7月 13日 (土)～ 19日 (金 )
く演習〉平成25年 7月 20日 (土)～ 21日 (日 )
く詰義・演習〉東京研修センター

く実地研修〉自施設

基本研修 (講義・演習)修了者 :93篭

レ第2 神戸会場 (開催予定)
く講義〉平成25年 11月 30日 (上)～ 12月 6日 (金 )
く演習〉平成25年 12月 17日 (火)。 18日 (水)
100篭 (予定)
く講義・演習〉メディス関西本部研修センター

く実地研修〉自施設

□

□
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本の医療 よ成り立たない !

日本慢性期医療協会
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介護事業者懇談会

平成 25年 10月 8日
参考資料8

公益社団法人

日本認知症グループホーム協会



―
｀`

挨 拶生

ノ
ム
＼益社団法人 日本認矢[l症グループホーム協会 lよ、平成
10年 5月 に「全国痴呆性高齢者グループ木―ム連絡協議会」

を母体として出発した認矢[l症グループ木―ム事業者の全国組

織です。

当協会 lよ発足以来15年、認矢日症の高齢者の方々が住み慣

れた地域で安心 。安全に、その人らしく暮らせるように、認

矢□症ケアに取り組んできました。

現在、認矢[l症グループ木―ムの利用者 |よ 17万人に上っています。折しも、国十よ平

成24年の「認矢日症施策推進 5か年計画 (オ レンジプラン)」 でlよ、平成29年度までに
25万人の利用者に対応すべく整備を進めるとしています。また、平成25年 6月の厚
生労働省の研究班の報告で lよ、平成24年時点における認矢[l症高齢者 lよ462万人、軽
度認矢日障害の高齢者 |よ400万人に上ると推計しています。まさに、認矢[症への対応 lよ
国を挙げての政策となっています。

ここで私が強調したいのは、今や『認矢日症』 |よ特別なことで|よなく、誰もが直面す

る可能性があるということです。そして、協会発足以来、私たちが全国で日々推し進

めてしヽる取り組みこそが、オレンジプランが提唱する F認矢□症の人が可能な限り住み

慣れた地域で暮らし続けることができる社会づくり』の実践にほかならないと確信し

ています。当協会はそのことを誇りとして、「1ュニットでも、 2ユニットでも、安
定的 。継続的に運営できる制度づくり」を、国に提言していきます。

当協会 |よ、平成25年を「ノム＼番社団法人 日本認矢日症グループ木―ム協会の新生元
年」として捉えています。全国で認矢[症ケアに真摯に取り組む皆さんの声をしっかり

と捉え、認矢[l症ケアのあるべき形をさらに追究し、広く、深く、全国に浸透させてま

いります。

公益社団法人

日本認矢□症グループホーム協会

代表理事 河 崎 茂 子
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L世

日

公益社団法人 日本認矢[l症グループ木―ム協会 (略称 :日本GH協 )|よ、認矢[l症の

人の専厳の保持のもとに、住み慣才lた地域で安心できる長寿社会の実現に向けて、地

劫密着型サービスと位置付けら才lた特性を生かし、認矢[症の人とその家族への支援を

行うとともに地域に根ざした存在として機能すること及びグループホーム事業の健全

な発展と国民の福祉の増進に寄与することを目的とする。

◆グループ木―ムにおけるケアサービスの質の向上を図るとともに、地域に還元

し、地域と一体となつてその向上に資する調査研究及び助言

◆地功住民とともに地域における認矢[l症の人たちが安心、安全に社会の一員として

生渚できるよう認矢[l症ケアの相談及び普及

◆日々進歩する認矢[症の予防、治療、り八ビリテーシヨンなどを踏まえ、幅広い領

効での普及

◆グループ木―ムに関する研修、全国大会、学会、講演会等の実施及び支援

◆全国のグループ木―ムとの情報交換、情報収集及びその提供

◆機関誌その他グループホームに関する刊行物の発行

◆行政その他と協力し、認矢[l症が特別視されない社会の構築を|よかり、関係機関と

の連携、連絡、調整に関する事業 等

3



沿革 。活動実績

◆平成10年 5月

「全国痴呆性高齢者グループ木―ム連絡協議会」を結成

◆平成12年 10月

「特定非営利沼動法人 全国痴呆性高齢者グループ木―ム協会」を設立
◆平成17年 10月
「全国認矢[l症グループホーム協会」と己女称

◆平成21年 3月
「一般社団法人 日本認矢[症グループホーム協会 (日本GH協 )」 を設立
◆平成22年 4月 1日
「公益社団法人 日本認矢日症グループホーム協会 (日本GH協 )」 の公益認定

【平成24年度】
<全国大会事業>
。第三回日本認矢日症グループ木―ム大会
・平成24年10月 5日 ・6日 大阪府 (リ ーガロイヤルホテル)
。参力[人員 1,373人
<研修事業>
・認矢[症介護実践研修 (実践者研イレ・実践リーダー研修)
・認矢□症対応型サービス事業管理者研修
・GHにおける防火安全対策研修
・GHにおける自然災害対策研修
・実践発表会 等
<広報出版事業>
・機関誌「ゆつたり」の発行・酉己付
・協会ホームページの運用 。適用 等
<委員会事業>
・総務 。企画委員会、教育研修委員会、社会保障制度・報酬1委員会

災害対策特別委員会、資格認定制度倉」設に関する特別委員会
<補助事業>
。厚生労働省老人保健健康増進等事業
。ノム
＼苔財団法人 」KA東日本大震災復興支援補助事業

4



入会のご案内

◎会員個々の意見要望を国及び地方自治団体などに協会を通じて届けることができ

ます。

◎日本GH協機関誌「ゆつたり」をお届けします。

◎各種研修会、全国大会、セミナー及びフォーラム等の開催について優先案内及び

会員割引があります。

◎グループ木―ムにおける総合補償制度への力B入ができます。

◎グループ木―ム事業の立ち上げ・運営等に関する相談をお受けします。

◎各種委員会・調査研究渚動等に関する情報を提供いたします。

◎協会の透動状況をいち早く報告し、行政、その他関係機関の発する情報を提供し

ます。

<正 会 員>
・認矢日症GH事業を行う団体
年額 グループホーム入居定員数 × 2,000円

<準 会 員>
・認矢[症GH事業を行おうとする組人又 |よ団体
廻人 年額 10,000円
団体 年額 30,000円

<賛助会員>
・日本GH協の目的に賛同する個人又 |よ団体

個人 年額 ―□以上 (―□ 10,000円 )
団体 年額 三□以上 (―□ 10,000円 )
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織組

社員総会 理 事 会

業務執行理事会

進 任

<会員数>

正 会 員

準 会 員

賛助会員

<役 員>

理  事

監  事

①総務委員会
・広報・情報部会
・GH全国大会部会
②G日経営委員会
③教育・研修委員会
④社会保障・介護報ひ‖委員会

①災害対策特別委員会
②会員増強特別委員会
※必要に応じて設置

1,953法人 (2,559事業所 )

66会員 (但人・団体)

37会員 (姻人 。団体 )

25名

2名

6

ブロック

支  部

社員 (代議員 )

正会員の中から都

道府県毎に正会員

数に応じて選任

正 会 員

準 会 員

賛 助 会 員

常設委員会

特別委員会

事務局

(平成25年 7月 31日現在)



役 貝

所 属 法 人 名 称役  砒 氏  名

社会医療法人 慈薫会 河崎病院 (大阪府)代 表 理 事 河 峙 茂 子

武 久 一 郎 社会福祉法人 光風会 (徳島県)副代表理事

宮 長 定 男 社会福祉法人 泉湧く家 (東京都)副代表理事

佐 藤 京 子 社会福祉法人 三愛会 (北海道)常 務 理 事

常 務 理 事 下 田 肇 医療法人 サンメディコ (青森県)

常 務 理 事 村 川 浩 一 日本社会事業大学 (東京都)

常 務 理 事 山 障 律 美 社会福祉法人 道海永寿会 (福岡県)

理   事 岩 尾   貢 社会福祉法人 共友会 (石川県)

理   事 内 出 幸 美 社会福祉法人 典人会 (岩手県)

理   事 大久保 健 作 社会医療法人社団 大久保病院 (大分県)

理   事 岡 部 壽 子 医療法人社団 功寿会 (香川貝)

喜 井 茂 雅 株式会社 スローライフ (愛媛県)理   事

理   事 熊 谷   茂 社会福祉法人 つくし会 (岩手県)

理    事 佐々木 B券 則 社会福祉法人 桜井の里福社会 (新潟県)

理   事 白 石 貴 人 社会福祉法人 甘樫会 (奈良県)

理   事 走 上 好 秋 有限会社 M&Y(北 海道)

有限会社 せせらぎ (熊本県)理   事 高 橋 恵 子

株式会社 ケアクオリティ (静岡県)理   事 高 橋 義 孝

社会福祉法人 ふじ寿か会 (神奈川県)理   事 塚 田 明  人

特定非営利渚動法人 ヒユーマン・ワークス (大阪府)理   事 中垣内 吉 信

有限会社 サポー ト八ウス (愛矢□県)理   事 永 田 裕 之

株式会社 えがお (秋田県)理   事 ,甫

特定非営利活動法人 なこみの森福祉会 (鹿児島県)理   事 森 元 美 隆

医療法人社団 常仁会 (広島県)理   事 安 原 耕一郎

有限会社 のどか宅老所 (岡山県)理   事 矢 山 修 ―

監   事 石 林 爾 郎 有限会社 ドリーム二十一 (石川県)

監   事 延 命 政 之
延命法律事務所 (神奈川県)

(日弁連 高齢者・障害者の権利に関する委員会副委員長)
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四谷消防署 2香

削 БttY＼
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乳
4番
出国

3番
出回

０
大
木
戸
郵
便
局

東京メトロ丸ノ内線「四谷三丁目」駅 ]番出回より徒歩フ分
都営地下鉄・大江戸線「国立競技場」駅 出回A2よ り徒歩9分
」R総武線「千駄ヶ谷」駅より徒歩9分

出口

」R総式線

．

番フアミリマート 駐日幹国文化院

0国産プリンス東京

千駄ヶ谷駅 信濃町駅

公益社団法人

日本認知症グルーブホーム協会

(四谷オーキッドビル8階 )

公益社団法人日本認知症グループホーム協会

〒160-O015 東京都新宿区大京町23-3 四谷オーキッドビル8階
TEL.03-5866-215フ  FAX.03-5366-2158
ホームページ :http:〃 ghkyo,o「 .jp メールアドレス :info@ghkyo.o「 .jp
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介護事業者懇談会

平成 25年 10月 8日

(―社)日本在宅介護協会



株式会社やさしい手における

新卒社員。中途社員への

人材マネジメントシステム

〔支援サービス)のご紹介

1



新卒社員・中途社員への
人材マネジメントシステム 〔支援サービス)の全体像

やさしい手の人材マネジメントシステムの全体像

職務役割基準書 (1年毎〕

評価 〔自己・上司〕

面談

課題設定

学習機会
の提供

行 動業 績

財務の視点

プロモーシヨンと価格の視点

顧客価値の視点

迅速化の視点

相互信頼と学習の視点

個人の評価を「たぬきシステム」で管理

キヤリアビジヨン

職歴・資格取得支援

1～ 5年後の目標

社内公募制度の活用

短期業績達成

方針・ 重点活動項目の設定

「弱み」の克服

目標管理 職務役割基準

階層ごとの職務役割の実行

課題の設定と

活動計画の立案と実行

目標管理シート 〔四半期毎〕
店
舗
事
業
計
画
の
達
成

人
事
口
上

Ｔ
ゴ
ン
ヨ
ン

統
括
部
事
業
計
画
の
達
成

組
織
力
の
強
化

人事検討委員会

事
業
部
事
業
計
画
の
達
成

会
社
事
業
計
画
の
達
成

会
社
業
績
目
標
の
達
成

やさしい手のキヤリア形成支援 会社
期待

本人

期待キヤリアビジヨンシステム「たぬきシステム」を導入して、個人の視点
からは「充実した職業生活を送るためのキヤリア形成」の酉己置を期待し、
企業の視点からは「個人の保有する能力や経験の発揮と新たな能力開
発」の配置を期待。月に 2回開催する「人事検討委員会」にて、役員・
事業部長が集まり、社員個別のキヤリア形成人事ローテーシヨンを決定。

人材価値向上のための人事ローテーシヨン
2



新卒新入社員の採用実績

◇直近50名以上採用 ◇男性4:女性6 ◇介護日福祉系以タトの学科卒を採用

: その他学科37名

5女性

ａ
■

■

■

カ

その他学科14名
ｆ

Ｂ

ｉ

男性6名

介護福祉8名

男性11名

介護福祉27名

男性9名

介慶福祉18名

男性24名

介護福祉19名

男性21名

介護福祉27名

平成21年
4月入社
(、 【22名】)

平成22年
4月 入社
(【64名】

)

平成23年
4月入社
|【54名】

平成24年
4月入社
|【54名】)

平成25年
4月ャ入し社
|【53名】

ヽ

|
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新卒新入社員への入社前・入社後の
人材マネジメント支援サービスの紹介 〔一部〕

tコF

内定者

交流会

考課者

研修

研修

考課者

新卒社員へのメンター支援

新卒先輩メンターによる支援

配属部門毎の階層別セミナー

訪問介護員2級の取得支援
(=初任者研修)

中一
Ｆ

メ
ン
タ
ー
着
任
前
。研
修

a

フ
オ
ロ
ー
ア
ッ
プ
。研
修

フオロー

アッフ
°

◇
内
定
式

◇
先
輩
社
員

と
の
交
流

弼三Jニ

サ責資格取得支援 (HPl級・基礎研修日実務者研修)

内定者
交流会

β
=

職務役割評価

職務役割評価

配
属
部
署
に
着
任

"ニ

属

署

修

配
部

研

.J=

配属部門毎の階層別セミナー

人事部面談

人事部面談

内定者
交流会

店舗

での

実習

先輩新卒社員との交流を通じて
相互に自覚化を持たせるB

ヽ

ヽ
B

「
田―
'

】
い
０

キ
ャ
リ
ア
ビ
ジ
ョ
ン
シ
ー
ト
策
定

フ
オ
ロ
ー
ア
ッ
プ
。研
修

配属前教育研修〔3ヶ月間〕

◇机上

◇実技

新卒
3年目

新卒
2年目

入社後
新卒
1年目

入社前
最終
学生

年次
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新卒新入社員への入社前・入社後の
人材マネジメント支援サービスの紹介 〔一部〕

⇒社会人としての心構えマナーの習得。同期の仲間との深い絆形成。配属前の専門業務の習得
◇サービス提供責任者になりうる資格取得支援 〔HPl級・介護職員基礎研修・実務者研修〕
⇒在宅介護事業の要となるサービス提供責任者の職務が基礎力を固める上で最適
◇先輩新卒社員からのメンター制度の展開 〔直接的な上司部下の関係ではない斜めの関係〕
⇒新卒社員が抱える日常業務や職場環境の悩みを先輩新卒社員が経験を基にアドバイス
◇各配属先事業部別の階層別セミナー 〔日常業務の習得・サービスマネジメントの理解と実践〕
⇒各事業部毎のOFF」 T研修を受講し日常業務を推進する上でのサポートをする

◇4～ 6月 の配属着任前 3カ 月教育研修

入社後新卒 1年目

◇

三筆基 丁革『 習駆究な忠爆覚意識の持ち方の習得。特に後輩社員が出来る事への自覚を促す。
◇キヤリアビジヨンシー トの策定
⇒将来に対するキヤリアの希望や不安をシステムに入力。人事部員や事業部長クラスとの面談を実施。

稲姦展蜀亘塾万菜7堪 Iデ堤鼻価面談。新たな目標設定と処遇洗い替え〕
⇒1年間の職務役割の遂行行動を振り返り、新たな職務目標の確認と職務給の洗い替えをする。
◇先輩社員として後輩新卒社員へのメンター支援 〔直接的な上司部下の関係ではない斜めの関係〕
⇒新卒社員が抱える日常業務や職場環境の悩みを先輩新卒社員として自分の経験を基にアドバイス
◇人事考課者研修 〔チームリーダーや事業所責任者として人事考課の立場の意味を理解する〕
◇各事業部別の階層別セミナー 〔リーダーとしてコーチング。目標設定達成支援のスキル習得〕 5

新卒 2・ 3年目



新卒新入社員のキヤリアパス事例 〔一部〕

〔部長)昇進 ↑

〔課長)昇進↑

営業推進課ヘ

異動

【
●

FC

FC事業部
へ異動

おまかせ事業部
へ異動
〔課長〕昇進↑

巡回

巡回へ異動
〔課長〕昇進 ↑

事業所責任者

(主任〕昇格 ↑

事業所責任者

〔主任〕昇格 ↑

シヨートステイ

事業部へ移動

サ高住へ異動
副支配人
〔課長)昇進↑

事業所責任者
〔主任〕昇格

事業所責任者
〔主任〕昇格↑

事業所責任者

〔主任〕昇格

リーダー

(主事〕昇格↑

〔主任〕昇格 ↑

リーダー
(主事〕昇格↑

リーダー

(主事〕昇格↑

リーダー

(主事〕昇格↑

訪間介臣

訪間入浴

通所

リーダー
〔主事〕昇格↑

新卒 7年 目 〔女性)
訪問介護事業配属
社会学科卒業

新卒 7年 目 〔男性〕
訪問介護事業配属
福祉学科卒業

新卒 7年目 〔男性〕
訪問介護事業配属
法律学科卒業

新卒 5年目 〔男性〕
人材紹介派遣配属
経済学科卒業

新卒 6年 目 〔女性〕
訪間介護事業配属
福祉学科卒業

新卒 4年目 〔女性〕
通所事業配属

福祉学科卒業

新卒 5年目 〔女性〕
訪問入浴事業配属
心理学科卒業
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参考資料10
介護事業者懇談会

平成25年 10月 8日

平成25年 10月 8日 (火 )
介護人材確保の推進に関する調査研究事業

介護事業者懇談会
～人材確保に関する事業者等の取組等について～

公益社団法人全国老人保健施設協会

常務理事 本間達也



介護人材に関する要望書 (介護4 体)の提

全老健が発起人となり、各団体に呼びかけ
共同で要望書を関係各所に提出

全国老人福祉施設協議会
全国老人保健施設協会
日本認知症グループホーム協会
日本慢性期医療協会

【要望書】
介護従事者の人材確保と処遇改善のための

財源確保についての要望書

・介護従事者の処遇改善のための財源確保
・介護人材育成のための教育・研修体制への

財源確保

【提出先】 内閣総理大臣、内閣官房長官
厚生労働大臣、財務大臣

厚生労働省老健局長
自由民主党、公明党、介護福祉議員連盟

介讀従事★の人常韓保よ処遇改善のための舅翫亀智fについての要望答

叔が同り言il,1ヒ 0ヽ ピー クトttる 2026年 【平且 出 T年)tに l=.生距年砕
人口D〔忠員に臓 :′→′,中、ユWit''1´ 品T以 |と の丁̂‐蓋 lと↓とが必要 とさ/1,イ イコ

`l,E〕

こ声齢 :十台におい て、F¬〔》安〕
｀
,|フて1磁‐争喜う+■ め、保掟・は航・介● ‐

H社を支アる楓とヽ手を中保 1夕、
''ま
ヽるととhk聖泰T)諷題で ,,

上全保粛分野 :∴おける雇用を正電 し ヽの民いサ ービスとこ′真|を よ,て 社会
倶l卓分野が戚民圭共分野をして1と限

‐
Cと るよう、以 Ⅲについて強く要平 し■すぃ

要 専
`率
ドn

ユ 介薇槌芋士
"'4,B改

青クⅢたS'ユ ,〕 Hl渾確保を|1重いいたします.

2 介誌大14古成・ ,た ヽ̀Jfサ鞍肯・研 l要体t!への,れ亀|卜をお|"卜 いた しt→

以

平改 25早 弔月 21ロ

f〔喪4= 河時崇
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～
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全老健求人情報サイトで人材募集

銘 ホ=ムベージでは、全日の会員施設    報を募集していまi

… …

  てヽ
―
なお離 ■合わせは「全視 ●蝙骨劇 鷲

蝉霞凹椰

園

と,,ヽ■9イト

いとい  ・とト

|▼ 'ヽ・

無料
０
日
Ｕ

０

●
ロ
ー

●

↓

↓

軽 に  Jをこ釈

「全を建 ▼卜諷を入偲
―

日骨サイト
rOHarLOr,′口b)Jの右上に

ある「虫n専用ログインJ Btタンをクリツク

゛
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0人材問題対策部会を設置し検討

全老健の管理運営委員会のもとに、人材問題対策部会を設置し、
外部有識者にも部会員に加わって頂き、検討を行つている。

●福島県相双地域等への介護職員等の応援事
業の協力

神奈川県横浜市の老健施設から相双地域の老健施設へ職員の派遣



全老健 平成24年度 研修事業等実績

・ケアマネジメント実践講座 (年3回 )
Bリハビリテーション研修会 (年 1回 )
・通所リハビリテーション研修会 (年2回 )
・看護職員研修会 (年 1回 )
日介護老人保健施設安全推進セミナー (年2回 )
・リスクマネジャー養成講座 I・ Ⅱ期 (年2回 )
・実地研修 (全国延べ115施設 :

複数コース実施している施設

はそれぞれのコースで1施設とカウント)

全国大会研修会・医療研究会 (沖縄)(年 1回 )
ロケアマネジメント実践講座
・リハビリテーション
ロ摂食 D疎下日栄養
・認知症
・老健医療研究会

・認知症短期集中リハ研修

(医師対象)(年 2回 )
・医師研修会 (年 1回 )
・管理者 (職)研修会 (年 1回 )

老健勤務年数5年程度

(年3回 )

老健勤務年数2年未満

(年3回 )

その他日■日

●介護キヤリア・アップ段位制度への対応

中堅職員研修会

職員基礎研修会

管理者 。医師研修会

各種研修会

●介護福祉士実務者研修への対応の検討
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